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公布された条例のあらまし 
 

亀岡市行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等

に関する法律に基づく個人番号の

利用及び特定個人情報の提供に関

する条例要綱 

 

１ 行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律の施行に伴い、

個人番号の独自事務利用、同一機関での情報

連携利用並びに市と教育委員会の間での特定

個人情報の照会及び提供に関し必要な事項を

定めることとした。 

 

２ この条例は、平成２８年１月１日から施行

することとした。 

 

 

 

亀岡市税条例等の一部を改正する

条例要綱 

 

 地方税法の一部改正に伴い、次のとおり亀岡

市税条例等の一部を改正することとした。 

 

１ 地方税における猶予制度の見直しにより、

徴収及び換価の猶予制度を条例で定め、所要

の規定整備を図ることとした。 

 

２ その他所要の規定整備を図ることとした。 

 

３ この条例は、公布の日から施行することと

した。ただし、猶予制度の見直しに係る改正

については、平成２８年４月１日から施行す

ることとした。 

亀岡市放課後児童健全育成事業の

実施に関する条例の一部を改正す

る条例の一部を改正する条例要綱 

 

１ 放課後児童健全育成事業の対象児童に係る

経過措置について、その対象となる学年を小

学校の長期休業日に限り、第５学年まで拡大

することとした。 

 

２ この条例は、平成２８年４月１日から施行

することとした。 

 

 

 

亀岡市都市公園条例の一部を改正

する条例要綱 

 

１ 京都・亀岡保津川公園に設置される公園施

設について、より充実した複合的な施設とす

るため、公園施設の設置基準に特例を設ける

こととした。 

 

２ この条例は、公布の日から施行することと

した。 

 

 

 

亀岡市下水道事業の設置等に関す

る条例の一部を改正する条例要綱 

 

１ 亀岡市公共下水道事業計画変更認可により、

さらに汚水整備を推進するに当たり、排水人

口及び排水面積を次のとおり改正することと

した。 

⑴ 排水人口を汚水７４，３００人（現行 

７６，９００人）に改めることとした。 

⑵ 排水面積を汚水１，４５４ヘクタール

（現行１，４３９ヘクタール）に改めるこ
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ととした。 

 

２ この条例は、公布の日から施行することと

した。 

 

 

条 例 
 

 亀岡市行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律に基づく個

人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する

条例をここに公布する。 

 

   平成２７年１２月１９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第２９号 

 

亀岡市行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等

に関する法律に基づく個人番号の

利用及び特定個人情報の提供に関

する条例 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する

法律（平成２５年法律第２７号。以下「法」

という。）第９条第２項の規定に基づく個人

番号の利用及び法第１９条第９号の規定に基

づく特定個人情報の提供に関し、必要な事項

を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

⑴ 個人番号 法第２条第５項に規定する個

人番号をいう。 

⑵ 特定個人情報 法第２条第８項に規定す

る特定個人情報をいう。 

⑶ 個人番号利用事務実施者 法第２条第 

１２項に規定する個人番号利用事務実施者
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をいう。 

⑷ 情報提供ネットワークシステム 法第２

条第１４項に規定する情報提供ネットワー

クシステムをいう。 

 （市の責務） 

第３条 市は、個人番号の利用及び特定個人情

報の提供に関し、その適正な取扱いを確保す

るために必要な措置を講ずるとともに、国と

の連携を図りながら地域の特性に応じた施策

を実施するものとする。 

 （個人番号の利用範囲） 

第４条 法第９条第２項に規定する条例で定め

る事務は、別表第１の左欄に掲げる機関が行

う同表の右欄に掲げる事務、別表第２の左欄

に掲げる機関が行う同表の中欄に掲げる事務

及び市長又は教育委員会が行う法別表第２の

第２欄に掲げる事務とする。 

２ 別表第２の左欄に掲げる機関は、同表の中

欄に掲げる事務を処理するために必要な限度

で、同表の右欄に掲げる特定個人情報であっ

て当該機関が保有するものを利用することが

できる。ただし、法の規定により、情報提供

ネットワークシステムを使用して他の個人番

号利用事務実施者から当該特定個人情報の提

供を受ける場合は、この限りでない。 

３ 市長又は教育委員会は、法別表第２の第２

欄に掲げる事務を処理するために必要な限度

で、同表の第４欄に掲げる特定個人情報で 

あって自らが保有するものを利用することが

できる。ただし、法の規定により、情報提供

ネットワークシステムを使用して他の個人番

号利用事務実施者から当該特定個人情報の提

供を受ける場合は、この限りでない。 

４ 第２項の規定による特定個人情報の利用が

できる場合において、他の条例、規則その他

の規程の規定により当該特定個人情報と同一

の内容の情報を含む書面の提出が義務付けら

れているときは、当該書面の提出があったも

のとみなす。 

 （特定個人情報の提供） 

第５条 法第１９条第９号に規定する条例で定

める特定個人情報を提供することができる場

合は、別表第３の第１欄に掲げる機関が、同

表の第３欄に掲げる情報提供機関に対し、同

表の第２欄に掲げる事務を処理するために必

要な同表第４欄に掲げる特定個人情報の提供

を求めた場合において、当該情報提供機関が

当該特定個人情報を提供するときとする。 

２ 前項の規定による特定個人情報の提供が 

あった場合において、他の条例、規則その他

の規程の規定により当該特定個人情報と同一

の内容の情報を含む書面の提出が義務付けら

れているときは、当該書面の提出があったも

のとみなす。 

 （規則への委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、この条

例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成２８年１月１日から施行す

る。 
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）
に
よ

り
実

施
す
る

事
務

で
規

則
に
定

め
る

も
の
 

１
５
市
 

長
 

亀
岡

市
介
護

保
険

利
用
者

負
担

額
減
免

取
扱

要
綱
（

平
成

２
６
年

亀
岡

市
告

示
第

６
７

号
）
に

よ
り

実
施
す

る
事

務
で

規
則
に

定
め

る
も
の

 
 

別
表
第

２
（
第

４
条

関
係
）

 

機
 
関
 

事
 
 

務
 

特
定
個

人
情
報

 

１
市
 
長

 
亀

岡
市

老
人

医
療

費
支

給
条

例
に

よ

り
実

施
す

る
事

務
で

規
則

に
定

め
る

も
の

 

地
方

税
関

係
情

報
（

法
別

表
第

２
に

規
定

す
る

地
方

税
関

係
情

報
を

い

う
。

以
下

同
じ

。
）

又
は

亀
岡

市
国

民
健

康
保

険
被

保
険

者
の

資
格

に
関

す
る

医
療

保
険

給
付

関
係

情
報

（
同

表
に

規
定

す
る

医
療

保
険

給
付

関
係

情
報

を
い
う

。
以
下

同
じ
。
）
で

規
則

に
定

め
る
も

の
 

２
市
 
長

 
亀

岡
市

重
度

心
身

障
害

老
人

健
康

管

理
事

業
費

支
給

要
綱

に
よ

り
実

施
す

る
事

務
で

規
則
に

定
め

る
も
の

 

地
方

税
関

係
情

報
、

後
期

高
齢

者
医

療
制

度
被

保
険

者
の

資
格

に
関

す
る

医
療

保
険

給
付

関
係

情
報

又
は

障
害

者
関

係
情

報
（

法
別

表
第

２
に

規
定

す
る

障
害

者
関

係
情

報
を

い
う

。
以

下
同

じ
。
）

で
規

則
に

定
め

る
も

の

３
市

 
長

 
生

活
に

困
窮

す
る

外
国

人
に

対
す

る

生
活

保
護

の
措

置
に

関
す

る
事

務
で

規
則

に
定

め
る
も

の
 

児
童

福
祉

法
に

よ
る

小
児

慢
性

特
定

疾
病

医
療

費
若

し
く

は
療

育
の

給
付

の
支

給
に

関
す

る
情

報
、

母
子

及
び

父
子

並
び

に
寡

婦
福

祉
法

（
昭

和

３
９

年
法

律
第

１
２

９
号

）
に

よ
る

資
金

の
貸

付
け

若
し

く
は

給
付

金
の

支
給

に
関

す
る

情
報

、
生

活
保

護
関

係
情

報
（

法
別

表
第

２
に

規
定

す
る

生
活

保
護

関
係

情
報

を
い

う
。

以
下

同
じ

。
）
、

児
童

扶
養

手
当

関
係

情

報
（

同
表

に
規

定
す

る
児

童
扶

養
手

当
関

係
情

報
を

い
う

。
以

下
同

じ
。
）
、

特
別

児
童

扶
養

手
当

等
の

支
給

に
関

す
る

法
律

（
昭

和
３

９
年

法
律

第
１

３
４

号
）

に
よ

る
障

害
児

福
祉

手
当

若
し

く
は

特
別

障
害

者
手

当
若

し
く

は
国

民
年

金
法

等
の

一
部

を
改

正
す

る
法

律
（

昭
和

６
０

年
法

律
第

３
４

号
）

附
則

第
９

７
条

第
１

項
の

福
祉

手
当

の
支

給
に

関
す

る
情

報
、

地
方

税
関

係
情

報
、

母
子

保
健

法
（

昭
和

４
０

年
法

律
第

１
４

１
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１
０

市
 

長
 

心
身

障
害

児
（

者
）

に
係

る
補

装
具

等
補

助
金

交
付

要
綱

に
よ

り
実

施
す

る
事

務
で

規
則
に

定
め

る
も
の

 

地
方

税
関

係
情

報
又

は
障

害
者

関
係

情
報

で
規
則

に
定

め
る
も

の
 

１
１

市
 

長
 

亀
岡

市
難

聴
児

補
聴

器
購

入
費

等
助

成
事

業
実

施
要

綱
に

よ
り

実
施

す
る

事
務

で
規

則
に
定

め
る

も
の
 

地
方

税
関

係
情

報
又

は
障

害
者

関
係

情
報

で
規
則

に
定

め
る
も

の
 

１
２

市
 

長
 

亀
岡

市
障

害
者

自
立

支
援

医
療

特
別

対
策

事
業

実
施

要
綱

に
よ

り
実

施
す

る
事

務
で

規
則
に

定
め

る
も
の

 

地
方

税
関

係
情

報
又

は
障

害
者

関
係

情
報

で
規
則

に
定

め
る
も

の
 

１
３

市
 

長
 

亀
岡

市
社

会
福

祉
法

人
等

介
護

保
険

事
業

利
用

者
負

担
軽

減
要

綱
に

よ
り

実
施

す
る

事
務

で
規

則
に

定
め

る
も

の
 

地
方

税
関

係
情

報
又

は
生

活
保

護
関

係
情

報
で
規

則
に

定
め
る

も
の

 

１
４

市
 

長
 

亀
岡

市
住

宅
改

修
支

援
事

業
助

成
金

交
付

要
綱

に
よ

り
実

施
す

る
事

務
で

規
則

に
定

め
る
も

の
 

介
護

保
険

給
付

等
関

係
情

報
で

規
則

に
定

め
る
も

の
 

１
５
市
 

長
 

亀
岡

市
介

護
保

険
利

用
者

負
担

額
減

免
取

扱
要

綱
に

よ
り

実
施

す
る

事
務

で
規

則
に

定
め
る

も
の

 

地
方

税
関

係
情

報
で

規
則

に
定

め
る

も
の

 

 

 
 

号
）

に
よ

る
養

育
医

療
の

給
付

若
し

く
は

養
育

医
療

に
要

す
る

費
用

の
支

給
に

関
す

る
情

報
、

児
童

手
当

法

（
昭

和
４

６
年

法
律

第
７

３
号

）
に

よ
る

児
童

手
当

若
し

く
は

特
例

給
付

の
支

給
に

関
す

る
情

報
（

以
下

「
児

童
手

当
関

係
情

報
」

と
い

う
。
）

介

護
保

険
給

付
等

関
係

情
報

（
同

表
に

規
定

す
る

介
護

保
険

給
付

等
関

係
情

報
を

い
う

。
以

下
同

じ
。
）

又
は

障

害
者

の
日

常
生

活
及

び
社

会
生

活
を

総
合

的
に

支
援

す
る

た
め

の
法

律

（
平

成
１

７
年

法
律

第
１

２
３

号
）

に
よ

る
自

立
支

援
給

付
の

支
給

に
関

す
る

情
報
で

規
則

に
定
め

る
も

の
 

４
市

 
長

 
児

童
福

祉
法

及
び

助
産

施
設

の
入

所

に
関

す
る

規
則

に
よ

り
実

施
す

る
事

務
で

規
則

に
定
め

る
も

の
 

地
方

税
関

係
情

報
又

は
生

活
保

護
関

係
情

報
で
規

則
に

定
め
る

も
の

 

５
市

 
長

 
亀

岡
市

福
祉

医
療

費
支

給
条

例
に

よ

り
実

施
す

る
福

祉
医

療
費

支
給

に
関

す
る

事
務

で
規
則

に
定

め
る
も

の
 

地
方

税
関

係
情

報
又

は
医

療
保

険
給

付
関

係
情
報

で
規

則
に
定

め
る

も
の

６
市

 
長

 
亀

岡
市

安
心

長
寿

の
福

祉
助

成
金

交

付
要

綱
に

よ
り

実
施

す
る

助
成

金
支

給
に

関
す

る
事

務
で

規
則

に
定

め
る

も
の

 

地
方

税
関

係
情

報
又

は
児

童
扶

養
手

当
関

係
情
報

で
規

則
に
定

め
る

も
の

７
市

 
長

 
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

法
（

平
成

２

４
年

法
律

第
６

５
号

）
に

よ
る

子
ど

も
の

た
め

の
教

育
・

保
育

給
付

の
支

給
又

は
地

域
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

事
業

の
実

施
に

関
す

る
事

務
で

規
則

に
定

め
る

も
の
 

生
活

保
護

関
係

情
報

で
規

則
に

定
め

る
も

の
 

８
市

 
長

 
亀

岡
市

心
身

障
害

者
医

療
費

補
助

金

交
付

要
綱

に
よ

り
実

施
す

る
事

務
で

規
則

に
定

め
る
も

の
 

地
方

税
関

係
情

報
、

障
害

者
関

係
情

報
又

は
生

活
保

護
関

係
情

報
で

規
則

に
定

め
る
も

の
 

９
市

 
長

 
亀

岡
市

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

等
利

用

支
援

費
支

給
事

業
実

施
要

綱
に

よ
り

実
施

す
る

事
務

で
規

則
に

定
め

る
も

の
 

地
方

税
関

係
情

報
又

は
障

害
者

関
係

情
報

で
規
則

に
定

め
る
も

の
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別
表
第

３
（
第

５
条

関
係
）

 

機
 
関
 

事
 
務

 
情

報
提

供
機
関

 
特

定
個
人

情
報

 

１
市
 
長

 
生

活
保

護
法

（
昭

和
 

２
５

年
法

律
第

１
４

４

号
）

に
よ

る
保

護
の

決

定
及

び
実

施
又

は
徴

収

金
の

徴
収

に
関

す
る

事

務
で

規
則

に
定

め
る

も

の
 

教
育
委

員
会

 
学

校
保

健
安

全
法

（
昭

和
３

３
年

法
律

第
５

６

号
）

に
よ

る
医

療
に

要

す
る

費
用

に
つ

い
て

の

援
助

に
関

す
る

情
報

で

規
則
に

定
め
る

も
の

 

２
市
 
長

 
生

活
に

困
窮

す
る

外
国

人
に

対
す

る
生

活
保

護

の
措

置
に

関
す

る
事

務

で
規

則
に

定
め
る

も
の

 

教
育
委

員
会

 
学

校
保

健
安

全
法

に
よ

る
医

療
に

要
す

る
費

用

に
つ

い
て

の
援

助
に

関

す
る

情
報

で
規

則
に

定

め
る
も

の
 

 

「
掲
示
済
」
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 亀岡市税条例等の一部を改正する条例をここ

に公布する。 

 

   平成２７年１２月１９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第３０号 

 

亀岡市税条例等の一部を改正する

条例 

 

 （亀岡市税条例の一部改正） 

第１条 亀岡市税条例（昭和３０年亀岡市条例

第３９号）の一部を次のように改正する。 

 第８条から第１７条までを次のように改め

る。 

（徴収猶予に係る市の徴収金の分割納付又

は分割納入の方法） 

第８条 地方税法（昭和２５年法律第２２６

号。以下「法」という。）第１５条第３項

及び第５項に規定する条例で定める方法は、

同条第１項若しくは第２項の規定による徴

収の猶予（以下この節において「徴収の猶

予」という。）又は同条第４項の規定によ

る徴収の猶予をした期間の延長（次項から

第４項までにおいて「徴収の猶予期間の延

長」という。）に係る市の徴収金について、

当該徴収の猶予をする金額を当該徴収の猶

予又は当該徴収の猶予期間の延長をする期

間内の各月（やむを得ない事情があると認

めるときは、その期間内の市長が指定する

月）に分割して納付又は納入させるものと

する。 

２ 市長は、法第１５条第３項又は第５項の

規定により、徴収の猶予又は徴収の猶予期

間の延長に係る市の徴収金を分割して納付

し、又は納入させる場合においては、当該

分割納付又は当該分割納入の各納付期限又

は各納入期限及び各納付期限又は各納入期

限ごとの納付金額又は納入金額を定めるも

のとする。 

３ 市長は、徴収の猶予又は徴収の猶予期間

の延長を受けた者がその納付期限又は納入

期限までに納付し、又は納入することがで

きないことにつきやむを得ない理由がある

と認めるときは、前項の規定により定めた

分割納付又は分割納入の各納付期限又は各

納入期限ごとの納付金額又は納入金額を変

更することができる。 

４ 市長は、第２項の規定により分割納付又

は分割納入の各納付期限又は各納入期限及

び各納付期限又は各納入期限ごとの納付金

額又は納入金額を定めたときは、その旨、

当該分割納付又は分割納入の各納付期限又

は各納入期限及び各納付期限又は各納入期

限ごとの納付金額又は納入金額その他必要

な事項を当該徴収の猶予又は当該徴収の猶

予期間の延長を受けた者に通知しなければ

ならない。 

５ 市長は、第３項の規定により分割納付又

は分割納入の各納付期限又は各納入期限ご

との納付金額又は納入金額を変更したとき

は、その旨、その変更後の各納付期限又は

各納入期限及び各納付期限又は各納入期限

ごとの納付金額又は納入金額その他必要な

事項を当該変更を受けた者に通知しなけれ

ばならない。 

 （徴収猶予の申請手続等） 

第９条 法第１５条の２第１項に規定する条

例で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

⑴ 法第１５条第１項各号のいずれかに該

当する事実があること及びその該当する

事実に基づき市の徴収金を一時に納付し、

又は納入することができない事情の詳細 

⑵ 納付し、又は納入すべき市の徴収金の
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年度、種類、納期限及び金額 

⑶ 前号の金額のうち当該猶予を受けよう

とする金額 

⑷ 当該猶予を受けようとする期間 

⑸ 分割納付又は分割納入の方法により納

付又は納入を行うかどうか（分割納付又

は分割納入の方法により納付又は納入を

行う場合にあっては、分割納付又は分割

納入の各納付期限又は各納入期限及び各

納付期限又は各納入期限ごとの納付金額

又は納入金額を含む。） 

⑹ 猶予を受けようとする金額が百万円を

超え、かつ、猶予期間が３月を超える場

合には、提供しようとする法第１６条第

１項各号に掲げる担保の種類、数量、価

額及び所在（その担保が保証人の保証で

あるときは、保証人の氏名及び住所又は

居所）その他担保に関し参考となるべき

事項（担保を提供することができない特

別の事情があるときは、その事情） 

２ 法第１５条の２第１項に規定する条例で

定める書類は、次に掲げる書類とする。 

⑴ 法第１５条第１項各号のいずれかに該

当する事実を証するに足りる書類 

⑵ 財産目録その他の資産及び負債の状況

を明らかにする書類 

⑶ 猶予を受けようとする日前１年間の収

入及び支出の実績並びに同日以後の収入

及び支出の見込みを明らかにする書類 

⑷ 猶予を受けようとする金額が百万円を

超え、かつ、猶予期間が３月を超える場

合には、地方税法施行令（昭和２５年政

令第２４５号。以下「令」という。）第

６条の１０の規定により提出すべき書類

その他担保の提供に関し必要となる書類 

３ 法第１５条の２第２項に規定する条例で

定める事項は、次に掲げる事項とする。 

⑴ 市の徴収金を一時に納付し、又は納入

することができない事情の詳細 

⑵ 第１項第２号から第６号までに掲げる

事項 

４ 法第１５条の２第２項及び第３項に規定

する条例で定める書類は、第２項第２号か

ら第４号までに掲げる書類とする。 

５ 法第１５条の２第３項に規定する条例で

定める事項は、次に掲げる事項とする。 

⑴ 猶予期間の延長を受けようとする市の

徴収金の年度、種類、納期限及び金額 

⑵ 猶予期間内にその猶予を受けた金額を

納付し、又は納入することができないや

むを得ない理由 

⑶ 猶予期間の延長を受けようとする期間 

⑷ 第１項第５号及び第６号に掲げる事項 

６ 法第１５条の２第４項に規定する条例で

定める書類は、第２項第４号に掲げる書類

とする。 

７ 法第１５条の２第８項に規定する条例で

定める期間は、２０日とする。 

第１０条 削除 

 （職権による換価の猶予の手続等） 

第１１条 第８条第１項の規定は、法第１５

条の５第２項において読み替えて準用する

法第１５条第３項及び第５項に規定する条

例で定める方法について準用する。この場

合において、第８条第１項中「金額」とあ

るのは、「金額（その納付又は納入を困難

とする金額として法第１５条の５第２項に

おいて読み替えて準用する法第１５条第３

項の政令で定める額を限度とする。）」と

読み替えるものとする。 

２ 第８条第２項から第５項までの規定は、

法第１５条の５第２項において読み替えて

準用する法第１５条第３項又は第５項の規

定により、分割して納付して、又は納入さ

せる場合について準用する。 

３ 法第１５条の５の２第１項及び第２項に
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規定する条例で定める書類は、次に掲げる

書類とする。 

⑴ 第９条第２項第２号から第４号までに

掲げる書類 

⑵ 分割納付又は分割納入させるために必

要となる書類 

 （申請による換価の猶予の申請手続等） 

第１２条 法第１５条の６第１項に規定する

条例で定める期間は、６月とする。 

２ 第８条第１項の規定は、法第１５条の６

第３項において準用する法第１５条第３項

及び第５項に規定する条例で定める方法に

ついて準用する。この場合において、第８

条第１項中「金額」とあるのは、「金額

（その納付又は納入を困難とする金額とし

て法第１５条の６第３項において読み替え

て準用する法第１５条第３項の政令で定め

る額を限度とする。）」と読み替えるもの

とする。 

３ 第８条第２項から第５項までの規定は、

法第１５条の６第３項において準用する法

第１５条第３項又は第５項の規定により、

分割して納付し、又は納入させる場合につ

いて準用する。 

４ 法第１５条の６の２第１項に規定する条

例で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

⑴ 市の徴収金を一時に納付し、又は納入

することにより事業の継続又は生活の維

持が困難となる事情の詳細 

⑵ 第９条第１項第２号から第４号まで及

び第６号に掲げる事項 

⑶ 分割納付又は分割納入の各納付期限又

は各納入期限及び各納付期限又は各納入

期限ごとの納付金額又は納入金額 

５ 法第１５条の６の２第１項及び第２項に

規定する条例で定める書類は、第９条第２

項第２号から第４号までに掲げる書類とす

る。 

６ 法第１５条の６の２第２項に規定する条

例で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

⑴ 第９条第１項第６号に掲げる事項 

⑵ 第９条第５項第１号から第３号までに

掲げる事項 

⑶ 第４項第３号に掲げる事項 

７ 法第１５条の６の２第３項において準用

する法第１５条の２第８項に規定する期間

は、２０日とする。 

 （担保を徴する必要がない場合） 

第１３条 法第１６条に規定する条例で定め

る場合は、猶予に係る金額が百万円以下で

ある場合、猶予期間が３月以内である場合

又は担保を徴することができない特別の事

情がある場合とする。 

第１４条から第１７条まで 削除 

 第１８条中「地方税法（昭和２５年法律第

２２６号。以下「法」という。）」を「法」

に改める。 

 第２３条第２項中「地方税法施行令（昭和

２５年政令第２４５号。以下「令」とい

う。）」を「令」に改める。 

（亀岡市税条例等の一部を改正する条例の一

部改正） 

第２条 亀岡市税条例等の一部を改正する条例

（平成２７年亀岡市条例第２２号）の一部を

次のように改正する。 

 第１条のうち亀岡市税条例第２条の改正規

定中「第３号」を「第３号及び第４号」に、

「、「又は名称」を「（法人にあっては、事

務所又は事業所の所在地、名称及び法人番号

（行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律（平成２５年

法律第２７号）第２条第１５項に規定する法

人番号をいう。以下同じ。））」に改め、同

条第４号中「市が」を「、市が」に改め、

「氏名」の次に「（法人にあっては、事務所

又は事業所の所在地、名称及び法人番号）」
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を加え」を「改め」に改め、同条例第３５条

の３第８項の改正規定中「法人番号」の次に

「（行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律（平成２５

年法律第２７号）第２条第１５項に規定する

法人番号をいう。以下市民税について同

じ。）」を加え、同条例第５９条の２第１項

第１号の改正規定中「）又は法人番号」の次

に「（同条第１５項に規定する法人番号をい

う。以下固定資産税について同じ。）」を加

え、同条例第８４条第２項第２号の改正規定

中「いう。」の次に「以下この号及び」を、

「）又は法人番号」の次に「（同法第２条第

１５項に規定する法人番号をいう。以下この

号において同じ。）」を加え、同条例第  

１１５条の３第２項第１号の改正規定中「）

又は法人番号」の次に「（同条第１５項に規

定する法人番号をいう。以下この号において

同じ。）」を加え、同条例第１２３条第１号

の改正規定中「いう。」の次に「以下この号

において同じ。」を、「）又は法人番号」の

次に「（同条第１５項に規定する法人番号を

いう。以下この号において同じ。）」を加え

る。 

 附則第１条第３号中「第２条第３号及び第

４号、」を削る。 

 

   附 則 

 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、

第１条の改正規定は、平成２８年４月１日から

施行する。 

 

「掲示済」 

 亀岡市放課後児童健全育成事業の実施に関す

る条例の一部を改正する条例の一部を改正する

条例をここに公布する。 

 

   平成２７年１２月１９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第３１号 

 

亀岡市放課後児童健全育成事業の

実施に関する条例の一部を改正す

る条例の一部を改正する条例 

 

 亀岡市放課後児童健全育成事業の実施に関す

る条例の一部を改正する条例（平成２６年亀岡

市条例第３４号）の一部を次のように改正する。 

 

 附則第２項中「当分」を「平成２８年３月 

３１日まで」に改める。 

 附則に次の１項を加える。 

３ 第３条に定める亀岡市立小学校に在学する

児童については、平成２８年４月１日から当

分の間、亀岡市立小学校に在学する第１学年

から第５学年までの児童とし、第４学年及び

第５学年の児童については、小学校の学年始

休業日、夏季休業日、冬季休業日及び学年末

休業日のみの入会とする。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成２８年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市都市公園条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。 

 

   平成２７年１２月１９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第３２号 

 

亀岡市都市公園条例の一部を改正

する条例 

 

 亀岡市都市公園条例（昭和４４年亀岡市条例

第１２号）の一部を次のように改正する。 

 

 第３条の４第１号中「１００分の１０」の次

に「（京都・亀岡保津川公園にあっては、敷地

面積の１００分の１５）」を加える。 

 

   附 則 

 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市下水道事業の設置等に関する条例の一

部を改正する条例をここに公布する。 

 

   平成２７年１２月１９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第３３号 

 

亀岡市下水道事業の設置等に関す

る条例の一部を改正する条例 

 

 亀岡市下水道事業の設置等に関する条例（昭

和５５年亀岡市条例第９号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

 第２条第３項中「７６，９００人」を  

「７４，３００人」に改め、同条第４項中 

「１，４３９ヘクタール」を「１，４５４ヘク

タール」に改める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 
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規 則 
 

 亀岡市時間外勤務手当及び休日勤務手当支給

規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   平成２７年１２月１８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第３５号 

 

亀岡市時間外勤務手当及び休日勤

務手当支給規則の一部を改正する

規則 

 

 亀岡市時間外勤務手当及び休日勤務手当支給

規則（平成２１年亀岡市規則第１４号）の一部

を次のように改正する。 

 

 第４条を削り、第５条を第４条とする。 

 

   附 則 

 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律に基づく個

人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する

条例施行規則をここに公布する。 

 

   平成２７年１２月１９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第３６号 

 

亀岡市行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等

に関する法律に基づく個人番号の

利用及び特定個人情報の提供に関

する条例施行規則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、亀岡市行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律に基づく個人番号の利用及び特定

個人情報の提供に関する条例（平成２７年亀

岡市条例第２９号。以下「条例」という。）

の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この規則における用語の意義は、行政

手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律（平成２５年法律第

２７号。以下「法」という。）及び条例の定

めるところによる。 

 （個人番号を利用することができる事務） 

第３条 条例第４条第１項の規定により個人番

号を利用することができる事務は、市長に 

あっては別表の事務の欄に掲げるものとする。 

 （利用することができる特定個人情報） 

第４条 条例第４条第２項の規定により利用す

ることができる特定個人情報は、市長にあっ

ては別表の事務の欄に掲げる事務に応じてそ

れぞれ同表の特定個人情報の欄に掲げる情報

を内容とするものとする。 

２ 市長は、特定個人情報を利用するに当たり、

現に保有する特定個人情報に代えて、法の規

定により情報提供ネットワークシステムを使

用して他の個人番号利用事務実施者から新た

に特定個人情報の提供を受けることができる

ときは、当該新たに提供を受ける特定個人情

報を利用するものとする。 
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   附 則 

 

 この規則は、平成２８年１月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表（第３条関係） 

 事  務 特定個人情報 

１ 

亀岡市老人医療費支給条例（昭和４７年

亀岡市条例第３８号）の規定による福祉

医療費受給者証交付及び老人医療費支給

事務 

受給者又はその扶養義務者の地方税関係

情報又は亀岡市国民健康保険の資格に関

する医療保険給付関係情報 

２ 

亀岡市重度心身障害老人健康管理事業費

支給要綱（昭和５８年亀岡市告示第５１

号）の規定による対象者証交付及び事業

費支給事務 

受給者又はその扶養義務者の地方税関係

情報、受給者の医療保険給付関係情報の

うち後期高齢者医療保険資格情報又は障

害者関係情報のうち身体障害者手帳情報 

３ 

生活に困窮する外国人に対する生活保護

の措置として日本国民に対する生活保護

に準じた取扱いによって実施されている

外国人の生活保護の実施、申請に係る事

実の審査、職権による生活保護の開始又

は変更及び生活保護の停止又は廃止の事

務 

要保護及び被保護者であった者の地方税

関係情報、児童福祉法（昭和２２年法律

第１６４号）による小児慢性特定疾病医

療費の支給、療育の給付若しくは障害児

入所給付費の支給に関する情報、母子及

び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法

律第１９２号）による資金の貸付け若し

くは母子家庭自立支援給付金に関する情

報、特別児童扶養手当等の支給に関する

法律（昭和３９年法律第１３４号）によ

る障害児福祉手当若しくは特別障害者手

当若しくは国民年金法等の一部を改正す

る法律（昭和６０年法律第３４号）附則

第９７条第１項の福祉手当の支給に関す

る情報、母子保健法（昭和４０年法律第

１４１号）による養育医療の給付若しく

は養育医療に要する費用の支給に関する

情報、介護保険給付等関係情報、障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律（平成１７年法律第 

１２３号）による自立支援給付の支給に

関する情報、児童手当法（昭和４６年法

律第７３号）による児童手当若しくは特

例給付の支給に関する情報、生活保護関

係情報又は学校保健安全法（昭和３３年

法律第５６号）による医療に要する費用

についての援助に関する情報 

４ 

児童福祉法及び助産施設の入所に関する

規則（昭和４５年亀岡市規則第８号）の

規定による助産施設入所申請の審査に係

る事務 

対象者及び世帯員の地方税関係情報又は

生活保護関係情報 

５ 

亀岡市福祉医療費支給条例（昭和５０年

亀岡市条例第２３号）の規定によるひと

り親等の医療費助成対象世帯の確認並び

対象者及び世帯員の地方税関係情報又は

医療保険給付関係情報 
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「
掲
示
済
」
 

 
に

受
給

者
証

の
交

付
及

び
一

斉
更

新
に

関
す

る

事
務
 

 

６
 

亀
岡

市
安

心
長

寿
の

福
祉

助
成

金
交

付
要

綱

（
平

成
７

年
亀

岡
市
告

示
第

７
０

号
）

に
よ

り

実
施

す
る

援
護

を
要
す

る
ひ

と
り

親
家

庭
を

対

象
と

し
た

助
成

金
交
付

に
係

る
給

付
金

支
給

審

査
に
関

す
る
事

務
 

対
象

者
及

び
世

帯
員
の

地
方

税
関

係
情

報
又

は

児
童
扶

養
手

当
関
係

情
報
 

７
 

子
ど

も
・

子
育

て
支
援

法
（

平
成

２
４

年
法

律

第
６

５
号

）
に

よ
る
子

ど
も

の
た

め
の

教
育

・

保
育

給
付

の
支

給
に
係

る
事

務
で

、
子

ど
も

の

た
め

の
教

育
・

保
育
給

付
の

支
給

に
係

る
資

料

の
提

供
等

及
び

支
給
認

定
（

利
用

者
負

担
区

分

の
決

定
等

）
の

申
請
若

し
く

は
変

更
申

請
、

職

権
に

よ
る

変
更

又
は
取

消
し

に
係

る
事

実
に

つ

い
て
の

調
査
 

対
象
世

帯
の

生
活
保

護
関
係
情
報
 

８
 

療
育

手
帳

の
交

付
に
関

す
る

規
則

（
平

成
１

２

年
京

都
府
規

則
第

１
０
号

）
に
よ

り
実

施
す

る

交
付
申

請
受
理

事
務
 

－
 

９
 

亀
岡

市
福

祉
医

療
費
支

給
条

例
の

規
定

に
よ

る

心
身

障
害

者
の

医
療
費

助
成

に
係

る
対

象
世

帯

の
確

認
、

受
給

者
証
の

交
付

及
び

一
斉

更
新

に

関
す
る

事
務
 

対
象

者
及

び
世

帯
員
の

地
方

税
関

係
情

報
若

し

く
は

生
活

保
護

関
係
情

報
又

は
対

象
者

の
医

療

保
険

給
付

関
係

情
報
若

し
く

は
障

害
者

関
係

情

報
 

１
０
 

亀
岡

市
心

身
障

害
者
医

療
費

補
助

金
交

付
要

綱

（
昭

和
５

３
年

亀
岡
市

告
示

第
４

７
号

）
の

規

定
に

よ
る

心
身

障
害
者

医
療

費
補

助
金

交
付

に

係
る
対

象
世
帯

の
確

認
事
務
 

対
象

者
及

び
世

帯
員
の

地
方

税
関

係
情

報
又

は

対
象

者
の

医
療

保
険
給

付
関

係
情

報
若

し
く

は

障
害
者

関
係

情
報
 

１
１
 

亀
岡

市
障

害
福

祉
サ
ー

ビ
ス

等
利

用
支

援
費

支

給
事

業
実

施
要

綱
（
平

成
１

９
年

亀
岡

市
告

示

第
４

９
号

）
の

規
定
に

よ
る

障
害

者
（

児
）

を

対
象

と
し

た
障

害
福
祉

サ
ー

ビ
ス

利
用

支
援

費

支
給

事
務

の
う

ち
知
的

障
害

者
施

設
入

所
者

医

療
費
負

担
に
係

る
助

成
対
象
世
帯

の
確
認

事
務
 

対
象

者
及

び
世

帯
員
の

地
方

税
関

係
情

報
又

は

対
象
者

の
障

害
者
関

係
情
報
 

１
２
 

亀
岡

市
障

害
福

祉
サ
ー

ビ
ス

等
利

用
支

援
費

支

給
事

業
実

施
要

綱
の

規
定

に
よ

る
障

害
者
 

（
児

）
を

対
象

と
し
た

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

利

用
支

援
費

支
給

事
務
の

う
ち

補
装

具
費

利
用

者

負
担
に

係
る
助

成
対

象
世
帯
の
確

認
事
務
 

対
象

者
及

び
世

帯
員
の

地
方

税
関

係
情

報
又

は

対
象
者

の
障

害
者
関

係
情
報
 

１
３
 

亀
岡

市
障

害
福

祉
サ
ー

ビ
ス

等
利

用
支

援
費

支

給
事

業
実

施
要

綱
の

規
定

に
よ

る
障

害
者
 

（
児

）
を

対
象

と
し
た

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

利

用
支

援
費

支
給

事
務
の

う
ち

自
立

支
援

医
療

利

用
者
負

担
に
係

る
助

成
対
象
世
帯

の
確
認

事
務
 

対
象

者
及

び
世

帯
員
の

地
方

税
関

係
情

報
若

し

く
は

生
活

保
護

関
係
情

報
又

は
対

象
者

の
障

害

者
関
係

情
報
 

 

１
４
 

心
身

障
害

児
（

者
）
に

係
る

補
装

具
等

補
助

金

交
付

要
綱

の
規

定
に
よ

る
障

害
者

（
児

）
を

対

象
と

し
た

補
装

具
等
利

用
者

負
担

金
補

助
金

の

交
付
に

係
る
助

成
対

象
世
帯
の
確

認
事
務
 

対
象

者
及

び
世

帯
員
の

地
方

税
関

係
情

報
又

は

対
象
者

の
障

害
者
関

係
情
報
 

１
５
 

亀
岡

市
難

聴
児

補
聴
器

購
入

費
等

助
成

事
業

実

施
要

綱
（

平
成

２
７

年
亀

岡
市

告
示

第
５

０
 

号
）

の
規
定

に
よ

る
難
聴

児
の
保

護
者

を
対

象

と
し

た
補

聴
器

購
入
費

助
成

に
係

る
助

成
対

象

世
帯
の

確
認
事

務
 

対
象

者
及

び
世

帯
員
の

地
方

税
関

係
情

報
又

は

対
象
者

の
障

害
者
関

係
情
報
 

１
６
 

亀
岡

市
障

害
者

自
立
支

援
医

療
特

別
対

策
事

業

実
施

要
綱

（
平

成
２
０

年
亀

岡
市

告
示

第
１

７

号
）

の
規
定

に
よ

る
医
療

費
の
支

給
に

係
る

助

成
対
象

世
帯
の

確
認

事
務
 

対
象

者
及

び
世

帯
員
の

地
方

税
関

係
情

報
又

は

対
象
者

の
障

害
者
関

係
情
報
 

１
７
 

亀
岡

市
社

会
福

祉
法
人

等
介

護
保

険
事

業
利

用

者
負

担
軽

減
要

綱
（
平

成
１

２
年

亀
岡

市
告

示

第
１

０
６

号
）

の
規
定

に
よ

る
介

護
保

険
事

業

利
用

者
負

担
軽

減
に
係

る
申

請
内

容
の

確
認

事

務
 

対
象

者
及

び
世

帯
員
の

地
方

税
関

係
情

報
若

し

く
は

生
活

保
護

関
係
情

報
又

は
対

象
者

の
介

護

保
険
給

付
等

関
係
情

報
 

１
８
 

亀
岡

市
住

宅
改

修
支
援

事
業

助
成

金
交

付
要

綱

（
平

成
１

８
年

亀
岡
市

告
示

第
６

１
号

）
の

規

定
に

よ
る

助
成

金
交
付

に
係

る
申

請
内

容
の

確

認
事
務
 

住
宅

改
修

を
行

っ
た
被

保
険

者
の

介
護

保
険

給

付
等
関

係
情

報
 

１
９
 

亀
岡

市
介

護
保

険
利
用

者
負

担
額

減
免

取
扱

要

綱
（

平
成
２

６
年

亀
岡
市

告
示
第

６
７

号
）

の

規
定

に
よ

る
利

用
者
負

担
額

の
減

免
に

係
る

申

請
内
容

確
認
事

務
 

対
象
者

及
び

世
帯
員

の
地
方
税
関

係
情
報
 

２
０
 

生
活

保
護

法
（

昭
和

２
５

年
法

律
第

１
４

４
 

号
）

に
よ
る

保
護

の
実
施

、
申
請

に
係

る
事

実

の
審

査
、

職
権

に
よ
る

生
活

保
護

の
開

始
又

は

変
更
及

び
生
活

保
護

の
停
止
又
は

廃
止
の

事
務
 

要
保

護
及

び
被

保
護
者

で
あ

っ
た

者
の

学
校

保

健
安

全
法

に
よ

る
医
療

に
要

す
る

費
用

に
つ

い

て
の
援

助
に

関
す
る

情
報
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 亀岡市個人情報保護条例施行規則の一部を改

正する規則をここに公布する。 

 

   平成２７年１２月２１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第３７号 

 

亀岡市個人情報保護条例施行規則

の一部を改正する規則 

 

 亀岡市個人情報保護条例施行規則（平成１２

年亀岡市規則第５５号）の一部を次のように改

正する。 

 

 第２条第１項中「行うものとする。」を「行

うものとし、当該個人情報取扱事務について特

定個人情報を含む場合は、個人情報取扱事務登

録簿（特定個人情報ファイル用）（別記第１号

様式の２）により行うものとする。」に改め、

同条第２項中「掲げるとおりとする。」の次に

「（特定個人情報に係るものを除く。）」を加

え、同条に次の１項を加える。 

３ 特定個人情報に係る個人情報取扱事務登録

簿については、条例第７条第１項第７号の規

則で定める事項は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ 特定個人情報取扱事務の根拠法令等 

⑵ 特定個人情報の記録形態 

⑶ 特定個人情報の提供の有無 

⑷ 特定個人情報取扱事務の委託又は指定管

理者による管理の有無 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要

と認める事項 

 第３条第１項中「規定による」の次に「保有

個人情報（保有特定個人情報を除く。）」を加

え、同条ただし書を次のように改める。 

 ただし、未成年者若しくは成年被後見人の

法定代理人又は市長が特別の理由があると認

める者（以下「特別関係者」という。）は、

本人に代わって開示等請求をすることができ

る。 

 第３条中第３項を第４項とし、同条第２項中

「前項」を「前２項」に、「運転免許証、旅券

その他の本人であることを証する書類を提示」

を「次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める書類を提示し、又は提出」に改め、同項

に次の各号を加え、同項を同条第３項とする。 

⑴ 本人 住民基本台帳カード又は個人番号

カード、運転免許証又は運転経歴証明書、

旅券、身体障害者手帳、在留カード又は特

別永住者証明書その他本人であることを証

する書類（本人の顔写真が貼付されたもの

に限る。）のうちいずれか１種類又は公的

医療保険の被保険者証、年金手帳、児童扶

養手当証書、印鑑登録証明書、戸籍謄本又

は抄本その他これらに類する書類のうちい

ずれか２種類 

⑵ 法定代理人 開示等対象者本人に係る前

号に規定する書類の写し並びに当該法定代

理人に係る前号に規定する書類及び戸籍謄

本その他法定代理人の資格を証明する書類 

⑶ 特別関係者 開示等対象者本人に係る第

１号に規定する書類の写し並びに当該特別

関係者に係る第１号に規定する書類及び代

理権を証する書類として市長が認めるもの 

⑷ 本人の委任による代理人 開示等対象者

本人に係る第１号に規定する書類の写し並

びに当該代理人に係る第１号に規定する書

類及び委任状 

 第３条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 条例第２０条の規定による保有特定個人情

報の開示等請求書の提出は、保有個人情報

（開示・訂正・削除・利用停止）請求書（特

定個人情報用）（別記第２号様式の２）によ

り、本人が行うものとする。ただし、未成年
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者若しくは成年被後見人の法定代理人又は本人の委任による代理人は、本人に代わって、開示等

請求をすることができる。 

 第６条中「規定による」の次に「保有個人情報（保有特定個人情報を除く。）」を加え、同条に

次の１項を加える。 

２ 保有特定個人情報に係る条例第２５条第２項の規定による是正の申出は、保有個人情報是正申

出書（特定個人情報用）（別記第７号様式の２）により行うものとする。 

 別記第１号様式の次に次の１様式を加える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記第１号様式の２（第２条関係） 
 

個人情報取扱事務登録簿（特定個人情報ファイル用） 
 
 部    名  登録番号  

登録年月日      年    月    日 開始年月日      年    月    日
廃止（変更）
年 月 日

     年    月    日 

所 管 課 等 名  

特定個人情報

 

取 扱 事 務

名 称  

概 

 

要 

目 的  

根拠法令等  

 特定個人情報の対象者の範囲  

特
定
個
人
情
報
の
項
目
名 

基 本 的 項 目 家 庭 生 活 社 会 生 活 経 済 状 況 心 身の状況 その他の項目 

 □個人番号 

□整理番号 

 □氏名 

 □性別 

 □生年月日・年齢 

 □住所 

 □電話番号 

 □本籍・国籍 

 □その他 

 〔        〕 

 □親族関係 

 □婚姻歴 

 □家庭状況 

 □住居状況 

 □その他 

 〔        〕 

 〔        〕 

 〔        〕 

 〔        〕 

 〔        〕 

 □学業・学歴

 □職業・職歴

 □地位 

 □資格 

 □団体加入の

   有無 

 □賞罰 

 □その他 

 〔        〕

 〔        〕

 □収入 

 □財産 

 □課税・納税

 □公的扶助受

   給額 

 □取引状況 

 □その他 

 〔        〕

 〔        〕

 〔        〕

 □健康状態 

 □身体の状況

 □病歴 

 □障害の有無

 □その他 

 〔        〕

 〔        〕

 〔        〕

 〔        〕

 〔        〕

 □趣味・嗜好 

 □主義・主張 

 □その他 

 〔        〕 

 〔        〕 

 〔        〕 

 〔        〕 

 〔        〕 

 〔        〕 

 〔        〕 

記 録 形 態  □文書  □電磁的記録〔                〕  □その他〔                〕 
条  例 
第７条 

思想、信条等の 
個人情報の取扱 

 □無 
 □有 

 □思想、信条及び宗教 
 □人種及び民族 
 □犯罪歴 
 □社会的差別の原因となる
   おそれのあるもの 

 取扱
 理由

 □法令    □その他 
             〔            〕 

条  例 
第８条  □法令の名称等  

 

特定個人情報の 
収集先及び収集 
の方法 

 □本人    □本人以外〔根拠法令：                〕 
      □他の実施機関 □国 □都道府県 □市町村 □企業 
      □その他〔                    〕 条  例 

第９条 
 □文書  □口頭  □庁内連携システム □情報提供ネットワークシステム 
 □その他〔                                            〕 

特定個人情報を 
利用する範囲 

 □所管課等のみ 
 □所管課等以外の実施機関〔課名                                      〕 

条  例 
第10条の3 

特定個人情報を 
提供する範囲及 
び提供する項目 
名 

 □他の実施機関    □国    □都道府県    □市町村    □企業    □家族
 □他の個人  □報道機関  □その他〔                                  〕 
 〔根拠法令：                                  〕 条  例 

第10条の3 
 項目名  

 

事務の委託又は 
指定管理者によ 
る管理の有無 

 □無 
 □有 〔委託等の内容                                 〕 

条 例 
第12条・ 
第12条の2 

電子計算機処理 
の有無 

 □無 
 □有 〔システム名：                                 〕 

条 例 
第10条 

 電子計算機処理 
 に使用する主な 
 特定個人情報記 
 録項目 

１ ５ 
２ ６ 
３ ７ 
４ ８ 

そ の 他 特 記 
す る 事 項 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

 別記第２号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２号様式（第２条関係） 

 

保有個人情報（開示・訂正・削除・利用停止）請求書 
 

                                年  月  日 

 

（宛先）亀岡市長 

 

            請求者 本 人 住 所 〒                

                    氏 名               ㊞ 

                    電話番号（   ）   －       

                代理人 住 所 〒                

                    氏 名               ㊞ 

                    電話番号（   ）   －       

                     □法定代理人  □特別関係者 

 

 亀岡市個人情報保護条例第２０条の規定により、次のとおり保有個人情報の開示等につ
いて請求します。 

請 求 の 区 分 □開示（閲覧・写しの交付） □訂正 □削除 □利用停止 

保有個人情報の 

名称又は内容 

 

請 求 の 趣 旨 
 

 
注 １ 請求の際には、本人又は代理人であることを確認するために必要な書類（個人番

号カード、運転免許証、旅券等）を提出又は提示してください。 
  ２ 代理人による請求の場合には、１の書類のほか、法定代理人の場合は戸籍謄本等

法定代理人の資格を証する書類を、特別関係者の場合は代理権を証するものとして
市長が認める書類を提出してください。 

 

処理欄 

 

 

 

 

 

(記入不要) 

本 人 等 

の 確 認 

本 人 □個人番号カード  □運転免許証  □旅券 
    □その他（                   ） 
代理人 □個人番号カード  □運転免許証  □旅券 
    □その他（                   ） 

代 理 権 

の 確 認 

□戸籍謄本 

□その他（               ）
受 付 印 

 

名 称 等  

所管課等 

 
 

（内線     ）
担当者（          ）

備  考 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

 別記第２号様式の次に次の１様式を加える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２号様式の２（第３条関係） 

 

保有個人情報（開示・訂正・削除・利用停止）請求書 
             （特定個人情報用） 

 

                                年  月  日 

（宛先）亀岡市長 

 

            請求者 本 人 住 所 〒                

                    氏 名               ㊞ 

                    電話番号（   ）   －       

                代理人 住 所 〒                

                    氏 名               ㊞ 

                    電話番号（   ）   －       

                     □法定代理人  □委任による代理人 

 

 亀岡市個人情報保護条例第２０条の規定により、次のとおり保有特定個人情報の開示等
について請求します。 

 

請 求 の 区 分 □開示（閲覧・写しの交付） □訂正 □削除 □利用停止 

保有個人情報の 

名称又は内容 

 

請 求 の 趣 旨  

 
注 １ 請求の際には、本人又は代理人であることを確認するために必要な書類（個人番

号カード、運転免許証、旅券等）を提出又は提示してください。 
  ２ 代理人による請求の場合には、１の書類のほか、法定代理人の場合は戸籍謄本等

法定代理人の資格を証明する書類を、任意代理人の場合は委任状を提出してくださ
い。 

 

処理欄 

 

 

 

 

 

(記入不要) 

本 人 等 

の 確 認 

本 人 □個人番号カード □運転免許証 □旅券 
    □その他（                   ） 
代理人 □個人番号カード □運転免許証 □旅券 
    □その他（                   ） 

代 理 権 

の 確 認 

・法定代理人の場合 
 □戸籍謄本 □その他（        ）
・委任による代理人の場合 □委任状 

受 付 印 

  

名 称 等  

所管課等 

 
 

（内線     ）
担当者（          ）

備 考 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

 別記第７号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７号様式（第６条関係） 

 

保 有 個 人 情 報 是 正 申 出 書 
 

                                年  月  日 

 

（宛先）亀岡市長 

 

            請求者 本 人 住 所 〒                

                    氏 名               ㊞ 

                    電話番号（   ）   －       

                代理人 住 所 〒                

                    氏 名               ㊞ 

                    電話番号（   ）   －       

                     □法定代理人  □特別関係者 

 

 亀岡市個人情報保護条例第２５条第２項の規定により、次のとおり個人情報の是正を申
し出ます。 
 

保 有 個 人 情 報 を 
特 定 す る た め に 
必 要 な 事 項 

 

是正を求める箇所 
 

是正を求める内容 

 

 
 注 １ 請求の際には、本人又は代理人であることを確認するために必要な書類（個人

番号カード、運転免許証、旅券等）を提出又は提示してください。 
   ２ 代理人による請求の場合には、１の書類のほか、法定代理人の場合は戸籍謄本

等法定代理人の資格を証明する書類を、特別関係者の場合は代理権を証する書類
を提出してください。 

 

処理欄 

 

 

 

 

 

(記入不要) 

本 人 等 

の 確 認 

本 人 □個人番号カード  □運転免許証  □旅券 
    □その他（                   ） 
代理人 □個人番号カード  □運転免許証  □旅券 
    □その他（                   ） 

代 理 権 

の 確 認 

□戸籍謄本 

□その他（               ）
受 付 印 

 

名 称 等  

所管課等 

 
 

（内線     ）
担当者（          ）

備  考 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

 別記第７号様式の次に次の１様式を加える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成２８年１月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

第７号様式の２（第６条関係） 

 

保 有 個 人 情 報 是 正 申 出 書 
          （特定個人情報用） 

 

                                年  月  日 

（宛先）亀岡市長 

 

            請求者 本 人 住 所 〒                

                    氏 名               ㊞ 

                    電話番号（   ）   －       

                代理人 住 所 〒                

                    氏 名               ㊞ 

                    電話番号（   ）   －       

                     □法定代理人  □委任による代理人 

 

 亀岡市個人情報保護条例第２５条第２項の規定により、次のとおり特定個人情報の是正
を申し出ます。 
 

保 有 個 人 情 報 を 
特 定 す る た め に 
必 要 な 事 項 

 

是正を求める箇所 
 

是正を求める内容 

 

 
 注 １ 請求の際には、本人又は代理人であることを確認するために必要な書類（個人

番号カード、運転免許証、旅券等）を提出又は提示してください。 
   ２ 代理人による請求の場合には、１の書類のほか、法定代理人の場合は戸籍謄本

等法定代理人の資格を証明する書類を、任意代理人の場合は委任状を提出してく
ださい。 

 

処理欄 

 

 

 

 

 

(記入不要) 

本 人 等 

の 確 認 

本 人 □個人番号カード  □運転免許証  □旅券 
    □その他（                   ） 
代理人 □個人番号カード  □運転免許証  □旅券 
    □その他（                   ） 

代 理 権 

の 確 認 

・法定代理人の場合 
 □戸籍謄本 □その他（        ）
・委任による代理人の場合 □委任状 

受  付  印 

 

名 称 等  

所管課等 

 
 

（内線     ）
担当者（          ）

備  考 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

 亀岡市公印規則等の一部を改正する規則をこ

こに公布する。 

 

   平成２７年１２月２８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第３８号 

 

亀岡市公印規則等の一部を改正す

る規則 

 

 （亀岡市公印規則の一部改正） 

第１条 亀岡市公印規則（昭和３０年亀岡市規

則第６号）の一部を次のように改正する。 

 別表１０の項中「住民基本台帳カード」を

「個人番号カード」に改める。 

（つつじカード交付等に関する規則の一部改

正） 

第２条 つつじカード交付等に関する規則（平

成５年亀岡市規則第３４号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 別記第４号様式中「住民基本台帳カード」

を「個人番号カード」に改める。 

 （亀岡市印鑑条例施行規則の一部改正） 

第３条 亀岡市印鑑条例施行規則（平成６年亀

岡市規則第２１号）の一部を次のように改正

する。 

 別記第１号様式中「住Ｂ」を「個カ」に、

「住基カード」を「個人番号カード」に改め

る。 

 別記第５号様式中「住民基本台帳カード」

を「個人番号カード」に改める。 

 別記第７号様式から別記第９号様式までの

規定中「住基カード」を「個人番号カード」

に改める。 

 別記第１２号様式中「住Ｂ」を「個カ」に

改める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成２８年１月１日から施行

する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現に行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に

関する法律（平成２５年法律第２８号）第 

１９条の規定による改正前の住民基本台帳法

（昭和４２年法律第８１号）第３０条の４４

第３項の規定により交付された住民基本台帳

カードは、当該住民基本台帳カードがその効

力を失う時又は行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律

（平成２５年法律第２７号）第１７条第１項

の規定により同法第２条第７項に規定する個

人番号カードの交付を受ける時のいずれか早

い時までの間は、同項に規定する個人番号 

カードとみなして、この規則による改正後の

規則の規定を適用する。 

 

「掲示済」 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

 助産施設の入所に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   平成２７年１２月２８日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第３９号 

 

助産施設の入所に関する規則の一部を改正する規則 

 

 助産施設の入所に関する規則（昭和４５年亀岡市規則第８号）の一部を次のように改正する。 

 

 別記第１号様式中 

「      「 

 

 

 

 

      を                  に改める。 

 

 

 

 

     」                  」 

 別記第３号様式及び別記第４号様式を次のように改める。 

備
考
欄

 

 

 

 

 

 

 

個 人 番 号 備考欄 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第
３

号
様
式

（
第
４
条

、
第
５
条
関
係
）
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
№
 

 
 
 
 

 
 
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
入
所
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 助

産
施
設
 

 
 
 

変
更
・
取

消
通
知

書
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
委
託
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
年
 
 
月

 
 
日
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
様
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
亀
岡
市
福
祉
事
務
所
長
 
□印

 

   
 
 
 

 
 
年
 
 
月
 
 
日
付
け
で
通
知
い
た

し
ま
し
た

助
産
施
設
の
入
所
に
つ
い
て
、
次
の
と
お

り
変
更
・
取
消
い
た
し
ま
し
た
の
で
通
知
い
た
し
ま
す
。
 

入
所

者
 

住
所
 

 氏
名
 

変
更

・
 

取
消

し
た
 

内
容
 

 

 
 

（
教

示
）
 

１
 

こ
の

決
定

に
不

服
が

あ
る

と
き

は
、

こ
の

決
定

が
あ

っ
た

こ
と

を
知

っ
た

日
の

翌
日

か
ら

起
算

し
て

６
０

日
以
内
に
、

亀
岡
市
長
に
対

し
て

審
査
請

求
を
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す

。
な
お
、
こ
の

決
定
が

あ
っ

た
こ

と
を
知
っ
た

日
の
翌
日
か
ら

起
算

し
て
６

０
日
以
内
で
あ

っ
て
も
、
こ

の
決
定
の
日
の

翌
日
か

ら
起

算
し
て
１
年

を
経
過

す
る
と
審
査
請
求
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
り
ま
す
。
 

２
 

こ
の
決
定
に

つ
い
て
は
、
こ

の
決
定

が
あ

っ
た
こ
と
を
知

っ
た
日
（
上

記
１
の
審
査
請

求
を
し
た

場
合

は
、

当
該
審
査
請

求
に
対
す
る
裁

決
が

あ
っ
た

こ
と
を
知
っ
た

日
）
の
翌
日

か
ら
起
算
し
て

６
箇
月

以
内

に
、

亀
岡
市
を
被

告
と
し
て
（
訴

訟
に

お
い
て

亀
岡
市
を
代
表

す
る
者
は
、

亀
岡
市
長
と
な

り
ま
す

。
）
、

処
分

の
取
消
し
の

訴
え
を
提
起
す

る
こ

と
が
で

き
ま
す
。
な
お

、
こ
の
決
定

が
あ
っ
た
こ
と

を
知
っ

た
日

の
翌

日
か
ら
起
算

し
て
６
箇
月
以

内
で

あ
っ
て

も
、
こ
の
決
定

の
日
の
翌
日

か
ら
起
算
し
て

１
年
を

経
過

す
る
と
処
分

の
取
消

し
の
訴
え
を
提
起
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
り
ま
す
。
 

第
４

号
様
式
（
第
６
条
関
係
）
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
№
 
 
 
 
 
 
 
 

 

助
産
施
設
入
所
申
請
書
却
下
通
知
書
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
年
 
 
月
 
 

日
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
様
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
亀
岡
市
福
祉
事
務
所
長
 
□印

 

   
 
 
 
 
 

年
 
 
月
 
 
日
付
け
で
申
請
さ
れ
ま
し
た
児
童
福
祉
法
第
２
２
条
の
規
定
に
よ
る
助

産

施
設
の
入
所
に

つ
い
て
は
、
下
記
の
理
由
に
よ
り
入
所
し
て
い
た
だ
く
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
の
で
却
下

し

ま
す
。
 

  

記
 

  １
 
入
所
基
準
に
該
当
し
な
い
た
め
 

 ２
 
施
設
に
収
容
能
力
が
な
い
た
め
 

（
教

示
）
 

１
 

こ
の

決
定

に
不

服
が

あ
る

と
き

は
、

こ
の

決
定

が
あ

っ
た

こ
と

を
知

っ
た

日
の

翌
日

か
ら

起
算

し
て

６
０

日
以
内
に
、

亀
岡
市
長
に
対

し
て
審
査
請

求
を
す
る
こ
と

が
で
き
ま

す
。
な
お
、
こ
の

決
定
が
あ

っ

た
こ

と
を
知
っ
た

日
の
翌
日
か
ら

起
算
し
て
６

０
日
以
内
で
あ

っ
て
も
、

こ
の
決
定
の
日
の

翌
日
か
ら

起

算
し
て
１
年
を

経
過
す
る
と
審
査
請
求
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
く

な
り
ま
す
。
 

２
 

こ
の
決
定
に

つ
い
て

は
、
こ

の
決
定
が
あ

っ
た
こ
と
を
知

っ
た
日
（
上

記
１
の
審
査
請

求
を

し
た
場

合

は
、

当
該
審
査
請

求
に
対
す
る
裁

決
が
あ
っ
た

こ
と
を
知
っ
た

日
）
の
翌

日
か
ら
起
算
し
て

６
箇
月
以

内

に
、

亀
岡
市
を
被

告
と
し
て
（
訴

訟
に
お
い
て

亀
岡
市
を
代
表

す
る
者
は

、
亀
岡
市
長
と
な

り
ま
す
。
）
、

処
分

の
取
消
し
の

訴
え
を
提
起
す

る
こ
と
が
で

き
ま
す
。
な
お

、
こ
の
決

定
が
あ
っ
た
こ
と

を
知
っ
た

日

の
翌

日
か
ら
起
算

し
て
６
箇
月
以

内
で
あ
っ
て

も
、
こ
の
決
定

の
日
の
翌

日
か
ら
起
算
し
て

１
年
を
経

過

す
る
と
処
分
の

取
消
し
の
訴
え
を
提
起
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な

り
ま
す
。
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

   附 則 

 

 この規則は、平成２８年１月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   平成２７年１２月２８日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第４０号 

 

亀岡市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３年亀岡市規則第２０号）の一部を次のように改正す

る。 

 

 別記第１号様式を次のように改める。 
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別記第１号様式（第１０条関係） 

 

修学中の者の特例に関する届 

 

該当者が属 

するものと 

みなされる 

世   帯 

被保険者証 
記 号 番 号 

亀     － 

住 所  

世 帯 主 名  

修 学 中 の 

被 保 険 者 

住 所  

氏 名  

個 人 番 号             

生 年 月 日       年   月   日
世 帯 主 と
の 続 柄

 

修 学 中 

の 学 校 

名 称  

所 在 地  

修 学 年 限 
      年  月入  学 
      年  月卒業予定 
     （    ）年間 

在 学 年  

適 用 年 月 日        年   月   日  適用 ・ 終了 

 被保険者証及び在学証明書、学生証写又は合格通知写を添付してください。 

 国民健康保険法第１１６条の規定の適用について届けます。 

      年  月  日 

 届出人 住 所   

  氏 名                    ㊞  

  個人番号              

  電話番号   

     

 （宛先）亀岡市長 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

 別記第３号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３号様式（第１２条関係） 

 

国民健康保険被保険者証再交付申請書 
 

被保険者証 

記 号 番 号 
亀 

 

      － 

○新  

      － 

世 帯 主 

住所  

氏名  

再
交
付
す
る
被
保
険
者 

氏    名 性別 生年月日 個 人 番 号 

 男・女    年  月  日     

 男・女    年  月  日     

 男・女    年  月  日     

 男・女    年  月  日     

 男・女    年  月  日     

 男・女    年  月  日     

 男・女    年  月  日     

申 請 理 由 紛失・盗難・焼失・毀損・その他 □ 無効告示を申請します 

注）１ 毀損等で被保険者証のある場合は、必ずこの届に添付してください。 

  ２ 紛失等で後日失った被保険者証を発見したときは、必ず返還してください。 

 上記のとおり申請します。 

      年  月  日 

 
申請者 住 所                      

 

 
 氏 名                    印 

 

  
個人番号

             

  
電話番号                      

 

     

 （宛先）亀岡市長 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

 別記第９号様式中 

「 

氏 名 印 生年月日     年  月  日 男・女

氏 名  生年月日     年  月  日 男・女

                                          」 

を 

「 

氏 名 印
個人番号      

生年月日       年  月  日

氏 名 

 個人番号      

生年月日       年  月  日

                                          」 

に改める。 

 別記第９号様式の２中 

「 

氏 名 ㊞ 生年月日     年  月  日 男・女

氏 名  生年月日     年  月  日 男・女

                                          」 

を 

「 

氏 名 ㊞
個人番号      

生年月日       年  月  日

氏 名 

 個人番号      

生年月日       年  月  日

                                          」 

に改める。 

 別記第１１号様式から別記第１３号様式までを次のように改める。 
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第
１
１
号
様
式
（
第
２
１
条
関
係

）
 

※
 
こ
の
欄
に
は
、
記
入
し
な
い

で
く

だ
さ

い
。

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
表
）

整
理

番
号
 
 

決 裁 処 理 

１
 

 承
認

す
る
 

区
間
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
か

ら
（
 
 
 
経
由
）
ま

で

資 格 確 認 

取
得
 
 

・
 
・
 

移
送

方
法
 

 

喪
失
 
 

・
 
・
 

摘
 

 
要
 
 

２
 

承
認

し
な

い
 

（
理

由
）
 

移
 
 
送
 
 
費
 
 
申
 
 
請

 
 

書
 

被
保

険
者

証
 

記
号

・
番

号
 
 

個
人

番
号
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

移
送

を
受

け
た

被
保

険
者
 
氏
 

名
 
 

生
年

月
日
 
 

 
 
 

 
 

 
年

 
 

 
月

 
 
 
日

性
別
 

男
 

 
・

 
 

女
 

傷
病

名
 
 

発
病

又
は
 

負
傷

年
月

日
 
 

 
 
 

 
 

 
年

 
 

 
月

 
 
 
日

発
病

又
は
 

負
傷

の
原

因
 
 

移
送

の
経

路
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
か

ら
（

 
 

 
 

 
 

経
由
）
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

ま
で

移
送

方
法
 
 

移
送

の
 

年
月

日
 
 

 
 
 

 
 

 
年

 
 

 
月

 
 
 
日

付
添

人
の

氏
 

名
及

び
住

所
 
 

移
送

に
要

し
 

た
費

用
額
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
円

 
上

記
の

と
お

り
申

請
し

ま
す

。
 

 
 

 
 

 
 

年
 

 
月

 
 

日
 

 
世

帯
主
 

住
 

 
所
 
 

 
 

氏
 

 
名
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
㊞
 

 
 

個
人

番
号
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

電
 

 
話
 
（

 
 
 

 
）

 
 

 
－
 

 
（

宛
先

）
亀

岡
市

長
 

 

委 任 の 欄 

こ
の

欄
は

移
送
費

の
受

領
を

人
に
頼

む
と

き
だ

け
記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
 

上
記

移
送

費
の

受
領

を
 

 
 

（
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

）
に

委
任

し
ま

す
。
 

 
 

 
 

 
 

年
 

 
月

 
 

日
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
世
帯
主
 
氏
名
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

㊞
 

 

振
 

 
込

 
 

先
 

（
フ

 
 
リ

 
 
ガ

 
 ナ

）
 

口
 

座
 

名
 

義
 

口
 
 
座
 
 
番
 
 
号
 

 

 
普

通
 

当
座
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
裏
）

 

移
送

を
必

要
と

す
る

意
見

書
（

医
師
記

入
欄

）
 

 

患
者

の
 

氏
名

等
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
年
 
 
 
月
 

 
 

日
生

傷
病

名
 
 

移
送

年
月

日
 
 

 
 
 
 
 
年
 
 
 
月
 
 

 
日

 
 
 
 
 
 
年
 
 
 
月
 
 

 
日

必
要

と
 

認
め

ら
れ

る
 

移
送

の
経

路
 

 
 

 
か

ら
（

 
 

経
由

）
 

 
 
ま

で
 

移
送

方
法
 

 

移
送

を
必

要
 

と
す

る
理

由
 

付
添
が
必
 

要
と
認
め
 

た
理
由
 

 

 
上

記
の

理
由

で
移

送
の

必
要

を
認
め

ま
す

。
 

 
 

 
 

 
 

年
 

 
月

 
 

日
 

 
 

 

 
医

療
機

関
名
 
 

 

 
医

師
氏

名
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
㊞
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第
１

２
号
様
式
（
第
１
７
条
関

係
）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
（
表

）

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
受

 
付
 
印
 

一
般
 

８
割
 

退
職
 

８
割
 

7
0
歳

以
上
 

９
割
 

保
険

料
 

係
員
 

８
割
 

 
 

７
割
 

７
割
 

７
割
 

福
祉
医
療
 

老
・
障
・
親
・
子
 

 

国
民
健
康
保
険
療
養
費
支
給
申
請
書
 

 

被
保
険
者

証
 

記
号
・
番

号
 

亀
 

療
養

を
受

け
た
 

被
保

険
者

の
 

氏
名
・
個
人
番

号
 

・
生

年
月

日
 

氏
 
 
名
 

 

 
個
人
番
号
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

生
年
月
日
 

 
 
 
 
 
 
年
 
 
 

月
 
 

 
日
生

傷
病

名
 
 

発
病
又
は

負
傷
 

年
月

日
 
 
 
 
 

年
 
 
 

月
 
 
 

日

発
病

又
は
負
傷

の
原
因
 
 

療
養

を
受

け
た
 

保
険

医
療

機
関

等
の
 

名
称

及
び

所
在

地
 

名
 

 
 
称
 

 

所
在

地
 

 

診
療

又
は
調
剤

に
従
事
 

し
た

医
師
、
歯

科
医
師
 

又
は

薬
剤

師
の

氏
名
 

 

療
養

を
受

け
た

期
間
 

 
 
 

年
 
 

月
 
 

日
か
ら

 

 
 
 

年
 
 

月
 
 

日
ま
で

 
 
日

間
 

療
養

に
要
し
た
 

費
 

 
 
 
用
 
 

円
療
養

の
給
付
を

受
け
る
 

こ
と

が
で
き
な

か
っ
た
 

（
被

保
険

者
証

が
 

使
え

な
か
っ
た

）
理
由
 

 

傷
病

の
経

過
 

 

 
上
記
の

と
お
り
申

請
し
ま
す
。
 

 
 
 
 

 
 
年
 

 
月
 
 
日
 

 
世
帯

主
 

住
 

 
所
 
亀

岡
市
 

 
 

氏
 

 
名
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
㊞
 

 
 

個
人

番
号
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 
 
 

電
話
（
 
 
 
 
）
 

 
 
－
 

 
（
宛
先

）
亀
岡
市

長
 

 

委 任 の 欄 

こ
の
欄
は

給
付
金
 

の
受
領
を

人
に
頼
 

む
と
き
だ

け
記
入
 

し
て
く
だ

さ
い
。
 

 
上
記
療
養
費
の
受
領
を
 

 
 
（
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
）
に

委
任
し
ま

す
。
 

 
 
 
 
 
 
年
 
 
月

 
 
日
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
世
帯
主
 
氏
名
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
㊞
 

 

振
 
 
込
 
 
先
 

（
フ

 
 
リ
 

 
ガ

 
 ナ

）
 

口
 

座
 
名
 
義
 

口
 

 
座
 
 

番
 
 
号
 

 
 

普
通
 

当
座
 

 
 

 
 

 
 

 

 

支
店
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
（
裏

）

領
 
収
 
明
 
細
 
書
 

  
 

金
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

円
也
 

 
 

 
上
記
の

金
額
を
領

収
し
ま

し
た
。
 

 
 

 
 
 
 

年
 
 
 

月
 
 

 
日
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
医
療
機
関
 
所
在
地
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
名
 
称
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
氏
 
名
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
㊞
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
診
 
 

療
 
 
内
 
 
訳
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

甲
・
乙
 

患
者

名
 
 

生
年
月
日
 
 
 

 
 
 
 

 
年
 
 

 
月
 
 
 
日
 

傷
病

名
 
 

診
 
療
 

期
 
間
 

 
 

 
 
 
年

 
 
月
 

 
日
か

ら
 

 
 

 
 
 
年

 
 
月
 

 
日
ま

で
 
実
日
数
 
 
 
 
 
 
日

種
 

目
 
・
 

回
 
数
 

金
 

 
 
額
 

薬
名
・
用
量
等
の
明
細
 

初
 

診
 
時
間

外
・
深
夜

・
休
日

 
 
 
 

 
回
 
 
 

 
 
 
 

円
・
点
 

病
院
・
診

療
所
 

基
食
・
普

食
・
基

寝
 

看
特
２
・

看
特
１

・
看

１
・
看

２
・
看

３
 

   

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
回
 

再
 

診
 
時
間

外
・
深
夜

・
休
日
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
回
 

 

往
 

診
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
回
 
 

指
 

導
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
回
 
 

投   薬 

内
服
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
単

位
 

処
方
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

回
 

頓
服
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
単

位
 

処
方
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

回
 

外
用
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
単

位
 

処
方
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

回
 

 

注 射 

皮
下
筋
肉
内
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

回
 

静
脈
内
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

回
 

そ
の
他
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

回
 

 

処
置

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
回
 
 

手
術

・
麻
酔
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
回
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
回
 

検
査
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
回
 
 

レ
ン

ト
ゲ
ン
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
回
 
 

そ
の

他
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
回
 
 

入
院

 
 
食
有

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
回
 

室
料

・
看
護
料
 

 
 

 
 
食
無

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
回
 

給
食

料
・
医
学

管
理
料
 

 

合
 

 
 
 
 

 
 
計
 

 
 

 
 
 
 

 
 
円
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第
１
３
号
様
式
（
第
１
８
条
関
係

）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
（

表
）
 

 

一
般
 

７
割
 

高
額

療
養

費
貸

付
状

況
 

係
員
 

保
険
料
 

退
職
 

７
割
 

1 
市
貸

付
 

 
2 

連
合
会
貸
付
 

 
 

7
0歳

以
上
 

９
割
 

貸
付
金
額
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
円
 

８
割
 

７
割
 

多
数
該
当
確
認
 
 
 
 
 
回
目
 

 
 
 
 
 
国
民

健
康
保

険
高

額
療

養
費
支

給
申

請
書

 
 

 
 

 
 

（
 

 
 
 
年
 
 
月
分
診
療
分
）
 

 
被

保
険

者
証

の
 

①
 

 
記

号
番

号
 
亀
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
－

 

 
療

養
を

受
け

た
 

②
被

保
険

者
の

氏
名

、
 

 
個

人
番

号
、
生
年
月
日
 

氏
 

 
名
 
 

生
年

月
日
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
年
 
 
 

月
 

 
 

日
 

 
世

帯
主

③
と

 
の

 
続

 
柄

 
個
人

番
号
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

④
傷

病
名

 
 

 
療

養
を

受
け

た
 

⑤
病

院
、

診
療
所
、
薬
局
 

 
等

の
名

称
及
び
所
在
地
 

名
 

 
称
 
 

所
 在

 地
 
 

⑥
⑤

の
病

院
等

で
 

 
療

養
を

受
け

た
期

間
 

入
 

 
院
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
年
 
 
 

月
 

 
 

日
か

ら
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
日

間
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
同

月
 

 
 

日
ま

で
 

外
 

 
来
 

 
⑥

の
期

間
に

受
け

た
 

⑦
療

養
に

対
し

病
院

等
 

 
で

支
払

っ
た

額
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
円
 

 
診

療
費

に
つ

き
公

費
 

⑧
負

担
が

あ
り

ま
す

か
 

 
（

あ
り

ま
し

た
か

）
 
 
あ

 
る

 
・

 
な

 
い
 

⑨
備

 
 

 
 

 
 

 
考
 

 

 
上

記
の

と
お
り
申
請
し
ま
す
。
 

 
 

 
 

 
 

年
 
 
 
月
 
 

 
日
 

 
〒
６

２
１

－
 

 
（

宛
先

）
亀
岡
市
長
 

 
住

 
 
所
 

亀
岡

市
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
世

帯
主
 
氏

 
 
名
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

㊞
 

 
 

個
人
番
号
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

TE
L
 
 

 
 

（
 

 
 
 

）
 

委 任 の 欄

こ
の
欄
は
給
付
 

金
の
受
領
を
人
 

に
頼
む
と
き
だ
 

け
記
入
し
て
く
 

だ
さ
い
。
 

 
上
記
の
高
額
療
養
費
の
受
領
を

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
に

委
任

し
ま
す
。

 
 
 
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
世

帯
主

 
氏

名
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

㊞
 

 

支 払 場 所 の 指 定 

支
払

金
融
機

関
 

又
 

 
 
 

は
 

支
払

場
所
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
銀
 
 
行
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

本
店
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
信
用
金
庫
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

支
店
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
農
 
 
協
 

預
金

の
種

別
 

及
び

口
座
番

号
 

普
通
 

当
座
 

 
 

 
 

 
 

 

（
フ

リ
ガ
ナ

）
 

口
座

名
義
 

  

 
 
 
 

年
度

市
民

税
課
税

状
況

7
0 歳 未 満 

9
0
1
超
 

世
帯

番
号

6
0
0
超
 

 

2
1
0
超
 

福
祉

医
療

2
1
0以

下
 

老
・
障
・

子
・
親

若
年
低

所

7
0 歳 以 上 

一
定
以

上
確

認
印

 

一
 
 

般
 

低
所
得

Ⅰ

低
所
得

Ⅱ

受
付

印
 

※ 太 わ く の 中 の み 、 ご 記 入 く だ さ い 。 

（
裏
）

高
額
療
養
費
世
帯
合
算
等
判
定
欄
 

 （
合
算
）
高
額
療
養
費
 

一
般

 

退
職

 

の
別

 

受
診

者
名

 
傷

病
名
 

受
診

機
関

名
称

 

受
診

機
関

所
在

地
 

入
院

・
入

院

外
等

の
別

 
療

養
期

間
 

患
者

自
己
負

担
額

（
費

用
徴
収

額
）

公
 

費

番
 

号

一
般

 

退
職

 

7
0歳

以
上

 

 
 

 
入

院
・

外
来

 

歯
科

・
調

剤
 

 
 月

 
 日

 

 
 

～
 

 
 月

 
 日

 

 
 

 

一
般

 

退
職

 

7
0歳

以
上
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 別記第１３号様式の２中 

「 

フリガナ 

生年月日       年  月  日生
氏  名 

                                          」 

を 

「 

フリガナ 
生年月日       年  月  日生

氏  名 
個人番号      

                                          」 

に、 

「 

氏  名                   ㊞ 

電話番号  

                            」 

を 

「 

氏  名                   ㊞ 

個人番号             

電話番号  

                            」 

に改める。 

 別記第１８号様式を次のように改める。 
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 別記第１９号様式中「あて先」を「宛先」に改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成２８年１月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

第１８号様式（第２４条関係） 

第 三 者 の 行 為 に よ る 被 害 届 

被 
 

保 
 

険 
 

者 

保 険 者 番 号         被保険者証の記号・番号 亀     － 

氏 名  個人番号             

電 話  生年月日      年  月  日生 男・女 

事故発生年月日         年   月   日  午前・午後   時   分頃 

事故発生場所  

病 院 名 等 当 初  転医後  

保 険 に よ る 診 療     年  月  日から、している・していない 入院 ・ 通院 

事 故 の 状 況  国 保 退職（本・家） 

相 手 方 と の 契 約 示談未済・示談成立      年   月   日 

傷 病 者 徒歩・自転車・バイク・乗用車・トラック・その他 

相 手 方 自転車・バイク・乗用車・トラック・バス・タクシー・その他 

 

相 
 
 

手 
 
 

方 

氏 名  男・女 年齢 職業 親権者名 

住 所                          （電話） 

勤 務 先                          （電話） 

使 用 者  

交通事故 

の 場 合 

自賠責保険 （会社名             証明書番号         ） 

任 意 保 険 （会社名             証券番号          ） 

任意担当者  電話 

 

 上記のとおり届け出ます。 

      年   月   日   

 （宛先）亀岡市長   

 世帯主 住  所   

  氏  名                    印  

  個人番号              
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告 示 
 

 亀岡市告示第２２６号 

 

 亀岡市入札監視委員会設置要綱を次のように

定める。 

 

   平成２７年１２月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市入札監視委員会設置要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 公共工事の入札及び契約の適正化の促

進に関する法律（平成１２年法律第１２７

号）の趣旨を踏まえ、亀岡市（以下「市」と

いう。）が発注した建設工事に係る入札・契

約の過程及び契約の内容の透明性の確保並び

に公正な競争を確保するため、亀岡市入札監

視委員会（以下「委員会」という。）を設置

する。 

 （委員の役割） 

第２条 委員は、次に掲げる役割を果たすもの

とする。 

⑴ 市が発注した建設工事に関し、入札及び

契約手続の運用状況等についての報告を受

けること。 

⑵ 市が発注した建設工事のうち、委員が抽

出した建設工事に関し、一般競争入札に係

る参加資格の設定の理由及び経緯、指名競

争入札に係る指名の理由及び経緯、随意契

約の理由及び経緯等について意見を述べる

こと。 

⑶ 市が発注した建設工事の一般競争入札、

指名競争入札及び随意契約の入札及び契約

手続に係る再苦情の申立てについて意見を

述べること。 

⑷ その他市の入札及び契約制度に関して適

切な意見を述べること。 

 （委員の要件等） 

第３条 委員は、公正中立の立場で前条に定め

る役割を適切に遂行することができる学識経

験等を有する者とする。 

２ 委員の人数は、５人以内とする。 

３ 委員の任期は、２年以内とし、再任を妨げ

ない。委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

４ 委員の氏名及び職業は、公表するものとす

る。 

 （委員長） 

第４条 委員長は、委員の互選により選出する。 

２ 委員長は、委員会の議事を運営する。 

３ 委員長に事故等があるとき又は委員長が欠

けたときは、あらかじめ委員長の指名する委

員が、その職務を代理する。 

 （会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集する。 

２ 第２条第１号及び第２号に掲げる事務に係

る会議は、原則として年２回以上開催する。 

３ 第２条第３号に掲げる事務に係る会議は、

再苦情処理の必要に応じ開催する。 

４ 会議は、公開を原則とする。ただし、委員

会が必要と認めた場合は、非公開とすること

ができる。 

５ 会議の議事概要は、公表するものとする。 

 （案件の抽出） 

第６条 第２条第２号に掲げる案件の抽出は、

前条第２項に掲げる会議ごとにあらかじめ委

員の互選により選出された委員が行うものと

する。 

 （委員の除斥） 

第７条 委員は、第２条第２号から第４号まで

の事務に関しては、自己又は３親等以内の親

族の利害に関係のある議事に加わることがで
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きない。 

 （守秘義務） 

第８条 委員は、その役割に関し、知り得た秘

密を他に漏らしてはならない。委員の職を退

いた後も、また同様とする。 

 （委員会の事務） 

第９条 委員会の事務は、企画管理部契約検査

課が処理する。 

 （補則） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、委員

会の運営等に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

 

   附 則 

 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から実施

する。 

２ この要綱の実施後最初の委員会の会議の招

集は、第５条第１項の規定にかかわらず、市

長が行う。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２２７号 

 

 亀岡市建設工事に係る入札及び契約に関する

苦情処理手続要綱を次のように定める。 

 

   平成２７年１２月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市建設工事に係る入札及び契

約に関する苦情処理手続要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、公共工事の入札及び契約

の適正化の促進に関する法律（平成１２年法

律第１２７号）第１７条第１項に規定する公

共工事の入札及び契約の適正化を図るための

措置に関する指針（平成１３年３月９日閣議

決定）に基づき、本市が発注する建設工事の

入札及び契約に係る苦情を適切に処理するた

めの手続に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

 （対象工事） 

第２条 この要綱による苦情処理の対象となる

工事（以下「対象工事」という。）は、次の

とおりとする。 

⑴ 一般競争入札により実施する工事 

⑵ 指名競争入札により実施する工事 

⑶ 随意契約により実施する工事 

 （一次苦情申立て） 

第３条 この要綱による苦情申立ては、次表に

掲げる入札・契約方式の区分に応じ、同表に

掲げる苦情の申立てができる者が、同表に掲

げる市長に説明を求めることができる内容

（苦情申立者に係るものに限る。）について、

説明を求めることができるものとする。 
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入札・契約方式 
の区分 

苦情の申立てができる者 
市長に説明を求める 
ことができる内容 

一般競争入札 一般競争入札参加資格確認申請書を提出した
者のうち、市長から入札参加資格がないと認
められた者 

入札参加資格がないと
認めた理由 

一般競争入札 
（総合評価） 

総合評価方式により落札者を決定する場合に
おいて、落札者とならなかった者 

評価点の内訳 

指名競争入札 当該入札と同一の工事種別に登録がある有資
格者のうち、当該入札に参加できる者として
指名されなかったことに対して不服がある者

非指名理由 

随意契約 当該契約と同一の工事種別に対応する建設業
法（昭和２４年法律第１００号）の建設工事
の種類に係る建設業の許可を有する者（建設
業法第３条第１項に規定する許可を受けてい
る者をいう。）で、当該契約の相手方として
選定されなかった理由に対して不服がある者

当該契約の相手方とし
て選定されてなかった
理由 

 

２ 苦情の申立ては、次の各号に掲げる対象工事の区分ごとに当該各号に定める日（亀岡市の休日

を定める条例（平成３年亀岡市条例第１７号）第１条第１項の市の休日（以下「休日」とい

う。）の場合は、その翌日）までに、苦情申立書（別記第１号様式）により、市長に対して行う

ことができるものとする。 

⑴ 一般競争入札 市長が通知した入札参加資格がないと認めた通知書を受理した日の翌日から

起算して５日を経過する日 

⑵ 一般競争入札（総合評価） 市長が落札者決定の公表を行った日の翌日から起算して５日を

経過する日 

⑶ 指名競争入札 市長が落札者決定の公表を行った日の翌日から起算して５日を経過する日 

⑷ 随意契約 市長が随意契約の相手方の公表を行った日の翌日から起算して５日を経過する日 

 （一次苦情申立てへの回答） 

第４条 市長は、苦情の申立てがあった場合は、苦情申立書を受理した日の翌日から起算して５日

を経過する日（休日の場合は、その翌日）までに回答書（別記第２号様式）により回答するもの

とする。ただし、苦情件数が多数に及ぶなど、事務処理上の困難その他の合理的かつ相当の理由

があるときは、申立者に通知の上、回答期限を延長することができるものとする。 

２ 市長は、申立期間の徒過その他客観的かつ明白に申立ての適格を欠くと認められるときは、却

下通知書（別記第３号様式）により、その申立てを却下することができるものとする。 

 （一次苦情申立手続等の教示） 

第５条 市長は、掲示等の方法により、苦情の申立手続の教示を行うものとする。 

 （一次苦情処理結果の公表） 

第６条 市長は、申立者に回答を行ったときは、苦情申立書及び回答書を速やかに公表するものと

する。 
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 （再苦情申立て） 

第７条 回答書を受理した申立者であって、回

答書による説明に不服があるものは、市長に

対し、再苦情の申立てを行うことができる。 

２ 再苦情の申立ては、市長から回答書を受け

た日の翌日から起算して７日を経過する日

（休日の場合は、その翌日）までに、再苦情

申立書（別記第４号様式）により行うものと

する。 

３ 市長は、再苦情の申立てがあった場合は、

速やかに亀岡市入札監視委員会の委員（以下

「委員」という。）の意見を聴くものとする。 

 （再苦情申立てへの回答） 

第８条 市長は、再苦情申立者に対し、委員の

意見を踏まえた上で、委員の意見を聴いた日

の翌日から起算して７日を経過する日（休日

の場合は、その翌日）までに、その結果を再

苦情回答書（別記第５号様式）により回答す

るものとする。この場合において、申立てが

認められなかったときは申立てに根拠が認め

られないと判断された理由を示してその旨を

申立てが認められたときは委員の意見を尊重

し、申立てが認められた旨及びこれに伴い市

長が講じようとする措置の概要を明らかにし

なければならない。 

２ 市長は、再苦情申立期間の徒過その他客観

的かつ明白に再苦情申立ての適格を欠くと認

めるときは、前条第３項の規定にかかわらず、

委員の意見を聴かずに、再苦情申立日の翌日

から起算して７日を経過する日（休日の場合

は、その翌日）までに、却下通知書により、

当該再苦情申立てを却下することができるも

のとする。 

 （再苦情申立方法等の教示） 

第９条 前２条に規定する再苦情の申立ての手

続は、回答書に記載して明示するものとする。 

 （再苦情処理結果の公表） 

第１０条 市長は、再苦情申立者に回答を行っ

たときは、再苦情申立書及び再苦情回答書を

速やかに公表するものとする。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、平成２８年４月１日から実施す

る。 
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教
示

（
再
苦

情
申
立

て
に
つ
い

て
）
 

 
こ

の
回

答
書

に
よ

る
説
明
に

不
服

が
あ

る
方

は
、

回
答
書

を
受

け
取
っ

た
日

の
翌

日
か

ら
起

算
し

て
７

日
を

経
過

す
る

日
（

休
日
の
場

合
は

、
そ

の
翌

日
）

ま
で
に

、
再

苦
情
申

立
書

（
第

４
号

様
式

）
に

よ
り

再
苦

情
の

申
立

て
を

行
う
こ
と

が
で

き
ま

す
（

再
苦

情
申
立

書
が

郵
便
に

よ
り

提
出

さ
れ

た
場

合
に

は
、

そ
の

郵
便
物

の
通
信

日
付
印
に

よ
り

表
示

さ
れ
た

日
に
提
出
さ

れ
た
も

の
と
み

な
し
ま
す

。
）
。
 

 
再

苦
情

の
申

立
て

が
あ
っ
た

場
合

は
、

亀
岡

市
入

札
監
視

委
員

会
の
委

員
に

意
見

を
聴

き
、

そ
の

意
見

を
踏

ま
え

た
上

で
、

委
員
の
意

見
を

聴
い

た
日

の
翌

日
か
ら

起
算

し
て
７

日
を

経
過

す
る

日
（

休
日

の
場

合
は

、
そ

の
翌

日
）

ま
で
に
、

再
苦

情
申

立
者

に
対

し
、
再

苦
情

回
答
書

（
第

５
号

様
式

）
に

よ
り

回
答

し
ま

す
。

こ
の

場
合

に
お
い
て

、
申

立
て

が
認

め
ら

れ
な
か

っ
た

と
き
は

申
立

て
に

根
拠

が
認

め
ら

れ
な

い
と

判
断

さ
れ

た
理

由
を
示
し

て
そ

の
旨

を
、

申
立

て
が
認

め
ら

れ
た
と

き
は

委
員

の
意

見
を

尊
重

し
、

申
立

て
が

認
め

ら
れ

た
旨
及
び

こ
れ

に
伴

い
市

長
が

講
じ
よ

う
と

す
る
措

置
の

概
要

を
、

再
苦

情
申

立
者

に
対

し
、
明

ら
か
に

し
ま
す
。

 

 
ま

た
、

回
答

を
行

っ
た
と
き

は
、

再
苦

情
申

立
書

及
び
回

答
を

行
っ
た

書
面

を
閲

覧
に

よ
る

方
法

等
に

よ
り

公
表
し

ま
す
。
 

 
再

苦
情

の
申

立
て

が
申
立
期

間
の

徒
過

そ
の

他
客

観
的
か

つ
明

白
に
申

立
て

の
適

格
を

欠
く

と
認

め
る

と
き

は
、

申
立

日
の

翌
日
か
ら

起
算

し
て

７
日

を
経

過
す
る

日
（

休
日
の

場
合

は
、

そ
の

翌
日

）
ま

で
に

そ
の

申
立
て

を
却
下

し
ま
す
。

 

 
な

お
、
再

苦
情
の

申
立
て
は

、
原

則
と

し
て
、

入
札
手
続
の

執
行
を

妨
げ
る

も
の
で
は

あ
り
ま
せ

ん
。

 【
再

苦
情
申

立
書
提

出
期
間
】

 

 
 

 
 
 

 
 
 

年
 
 
 

月
 

 
 

日
か
ら

 
 
 
 
 

年
 
 

月
 
 

日
ま
で
の
 

 
 

午
前
８

時
３
０

分
か
ら
午

後
５

時
１

５
分
ま

で
（
休
日
を

除
く

。）
 

 【
再

苦
情
申

立
書
提

出
場
所
】

 

 
 

〒
6
2
1-
8
5
0
1 

京
都
府
亀

岡
市

安
町

野
々
神

８
番
地
 

 
 

亀
岡
市

役
所
 

 
 
 
 

 
部

 
 

 
 
 

 
課
 

 

第
３

号
様
式

（
第
４

条
関
係
）
 

  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
第
 

 
 
 
 

号
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
年
 

 
月
 
 

日
 

   
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

様
 

   
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
亀
岡

市
長
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
□印

 

  

却
 

下
 
通

 
知
 

書
 

  
 

 
 

 
 

年
 

 
月
 
 

日
付

け
で

（
再

）
苦

情
申
立

て
が

あ
っ
た

件
に

つ
い

て
、

下
記

の
と

お
り

却
下

し
ま
し

た
の
で

通
知
し
ま

す
。
 

 

記
 

 １
 

（
再
）

苦
情
申

立
て
の
対

象
と

さ
れ

た
工
事
 

    ２
 

不
服
の

あ
っ
た

事
項
 

    ３
 

２
の
主

張
の
根

拠
と
さ
れ

た
事

項
 

    ４
 

却
下
理

由
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第
４

号
様
式
（

第
７
条

関
係
）

 

 

再
 

苦
 
情

 
申
 
立

 
書
 

  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
年
 
 

月
 
 
日
 

   
（
宛

先
）
亀

岡
市
長
 

   
亀
岡

市
建
設

工
事

に
係
る
入
札
及

び
契

約
に
関

す
る

苦
情
処

理
手
続

要
綱

に
基
づ

き
、
次

の
事

項
に
つ

い
て
、

再
度
、

説
明
を

求
め
ま
す

。
 

 １
 
再

苦
情
申

立
者
の

住
所
・
氏

名
 

 
 
 

 
 
 

 
 
〒

 
 
 
－
 

住
 
 

 
 
所
 

商
号
又

は
名
称
 

代
表

者
氏

名
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
㊞
 

電
話

番
号

 

 ２
 
再

苦
情
申

立
て
の

対
象
と
な

る
工
事
 

     ３
 
不

服
の
あ

る
事
項
 

     ４
 
３

の
主
張

の
根
拠

と
な
る
事

項
 

第
５

号
様
式

（
第
８

条
関
係
）
 

  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
第
 

 
 
 
 

号
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
年
 

 
月
 
 

日
 

   
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

様
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
亀
岡

市
長
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
□印

 

  

再
 
苦

 
情

 
回
 

答
 
書
 

  
 

 
 

 
 

年
 

 
月
 
 

日
付

け
で

再
苦

情
申

立
て
が

あ
っ

た
件
に

つ
い

て
、

下
記

の
と

お
り

回
答

し
ま

す
。
 

 

記
 

 １
 

再
苦
情

申
立
て

の
対
象
と

さ
れ

た
工

事
 

   ２
 

不
服
の

あ
っ
た

事
項
 

   ３
 

２
の
主

張
の
根

拠
と
さ
れ

た
事

項
 

   ４
 

回
答

内
容

（
申

立
て
が
認

め
ら

れ
な

か
っ

た
と

き
は
、

申
立

て
に
根

拠
が

認
め

ら
れ

な
い

と
判

断
さ

れ
た

理
由

を
示

し
て

そ
の

旨
を

、
申
立

て
が

認
め

ら
れ
た

と
き

は
、

申
立
て

が
認

め
ら
れ

た
旨

及
び
こ
れ

に
伴

い
市
長
が

講
じ
よ
う

と
す
る

措
置
の
概

要
を

回
答

し
ま
す

。）
 

 

「
掲
示
済
」
 



 
亀 岡 市 公 報 

 42 

第８５２号平成２８年１月１５日発行 

 亀岡市告示第２２８号 

 

 亀岡市予防接種費用助成金交付要綱（平成１４年亀岡市告示第４６号）の一部を次のように改正

する。 

 

   平成２７年１２月１日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 別表中 

「 

４種混合（テトラビック皮下注シリンジ） 10,908円

                                          」 

を 

「 

４種混合（テトラビック皮下注シリンジ） 10,908円

４種混合（スクエアキッズ皮下注シリンジ） 10,800円

                                          」 

に改める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施する。 

 

「掲示済」 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

 亀岡市告示第２２９号 

 

市道路線の区域変更に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のように変

更する。 

 なお、その関係図面は、亀岡市まちづくり推進部土木管理課において平成２７年１２月１０日か

ら平成２７年１２月２４日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成２７年１２月９日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 路線番号   １３００７ 

２ 路 線 名   池尻宇津根線 

３ 道路の区域 

区         間 
変 更 
前後別 

最小幅員
延  長 備  考 

最大幅員

亀岡市馬路町滝ケ元1番の1先から 

亀岡市河原林町勝林島畑ケ田37番の3先まで 
前 

3.90ｍ
4,423.58ｍ 

 

34.10ｍ

亀岡市馬路町滝ケ元1番の1先から 

亀岡市河原林町勝林島畑ケ田37番の3先まで 
後 

3.90ｍ
4,423.58ｍ 

34.10ｍ

 

「掲示済」 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

 亀岡市告示第２３０号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３

年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定

により、下記の国民健康保険被保険者証は無効

としたので告示する。 

 

   平成２７年１２月１０日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

亀２３１１－３１００９ 

１ 保 険 者 

亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

２ 交付した日 

平成２６年４月１日 

３ 無効になる日 

平成２７年１２月１０日 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２３１号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３

年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定

により、下記の国民健康保険被保険者証は無効

としたので告示する。 

 

   平成２７年１２月１４日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

亀０３０２－６１０３５ 

１ 保 険 者 

亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

２ 交付した日 

平成２６年４月１日 

３ 無効になる日 

平成２７年１２月１４日 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２３２号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不

明であるため、亀岡市総務部税務課において保

管し、送達を受けるべき者の申出があれば交付

する。 

 ここに、地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   平成２７年１２月１５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

１ 送達する書類等 

 送達する書類 
送達を受けるべき者 

住     所 氏  名 

1 
督促状 平成27年度第3期分 
市府民税 

省略 省略 

2 
督促状 平成27年度第3期分 
市府民税 

省略 省略 

3 
督促状 平成27年度第3期分 
市府民税 

省略 省略 

4 
督促状 平成27年度第3期分 
市府民税 

省略 省略 

5 
督促状 平成27年度第3期分 
市府民税 

省略 省略 

6 
督促状 平成27年度第3期分 
市府民税 

省略 省略 

7 
督促状 平成27年度第3期分 
市府民税 

省略 省略 

8 
督促状 平成27年度第3期分 
市府民税 

省略 省略 

9 
督促状 平成27年度第3期分 
市府民税 

省略 省略 

10 
督促状 平成27年度第3期分 
市府民税 

省略 省略 

11 
督促状 平成27年度第3期分 
市府民税 

省略 省略 

12 
督促状 平成27年度第3期分 
市府民税 

省略 省略 

13 
督促状 平成27年度第3期分 
市府民税 

省略 省略 

14 
督促状 平成27年度第3期分 
市府民税 

省略 省略 

15 
督促状 平成27年度第3期分 
市府民税 

省略 省略 

16 
督促状 平成27年度第3期分 
市府民税 

省略 省略 

17 
督促状 平成27年度第3期分 
市府民税 

省略 省略 

18 
督促状 平成27年度第3期分 
市府民税 

省略 省略 

19 
督促状 平成27年度 
軽自動車税 

省略 省略 

 

２ この書類を受領されないときは、地方税法第２０条の２第３項の規定により、告示の日から起

算して７日を経過した時点で書類の送達があったものとみなす。 

「掲示済」 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

 亀岡市告示第２３３号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第

２１条第２項において準用する同法第１９条第

１項の規定により南丹都市計画生産緑地地区を

変更した。 

 当該都市計画の図書を同法第２１条第２項に

おいて準用する同法第２０条第２項の規定によ

り公衆の縦覧に供する。 

 

   平成２７年１２月１６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 都市計画の種類 

   生産緑地地区 

２ 都市計画を変更する土地の区域 

   亀岡市古世町３丁目の一部 

３ 縦覧場所 

   亀岡市安町野々神８番地 

   亀岡市まちづくり推進部都市計画課 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２３４号 

 

 亀岡市放置自転車の防止に関する条例（平成

５年亀岡市条例第１４号）第１１条の規定によ

り、放置自転車の撤去、保管について次のとお

り告示する。 

 

   平成２７年１２月１７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 撤去した理由 

亀岡市放置自転車の防止に関する条例第９

条に違反して、自転車放置禁止区域に放置さ

れていたため。 

２ 撤去した区域 

ＪＲ亀岡駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ馬堀駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ並河駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ千代川駅前自転車放置禁止区域 

３ 撤去した日時 

平成２７年１２月１７日（木） 

午後１時～午後３時 

４ 撤去し、保管した台数  ９台 

５ 保管場所  ＪＲ馬堀駅前自転車等駐車場 

６ 保管期間  告示の日から３箇月間 

７ 返還期間 

月曜日～土曜日 午前１０時～午後７時 

８ 返還を受けるための手続き 

① 撤去された自転車は、保管場所で引き取

ることができる。 

② 返還の申請には、自転車の鍵、印鑑、住

所・氏名を明らかにできるものが必要であ

る。 

③ 撤去・保管に要した費用として１台  

２，０００円を負担する。 

９ 引取りのない場合の措置 

保管期間を経過しても引き取りのない自転

車は、関係法令の規定により処分する。 

 

※ 連絡先 まちづくり推進部 土木管理課 

      電話0771（25）5043 

 

「掲示済」 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

 亀岡市告示第２３５号 

 

 都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第 

３３条第１項の規定により、都市公園を設置す

べき区域を決定する。 

 

   平成２７年１２月１９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 都市公園の名称 

京都・亀岡保津川公園 

２ 都市公園の区域 

亀岡市保津町鐘鋳島、正人渕、針ノ木新

田、荒打及び上中島並びに追分町一本木

地内（別紙区域図のとおり） 

３ 都市公園の種別 

総合公園 

４ 都市公園の面積 

約１３．９ｈａ 

 

別紙 省略 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２３６号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３

年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定

により、下記の国民健康保険被保険者証は無効

としたので告示する。 

 

   平成２７年１２月２１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

亀１９０２－８１１２１ 

１ 保 険 者 

亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

２ 交付した日 

平成２６年４月１日 

３ 無効になる日 

平成２７年１２月２１日 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２３７号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３

年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定

により、下記の国民健康保険被保険者証は無効

としたので告示する。 

 

   平成２７年１２月２２日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

亀２３０２－５１００９ 

１ 保 険 者 

亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

２ 交付した日 

平成２６年４月１日 

３ 無効になる日 

平成２７年１２月２２日 

 

「掲示済」 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

 亀岡市告示第２３８号 

 

市道路線の区域変更に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のように変

更する。 

 なお、その関係図面は、亀岡市まちづくり推進部土木管理課において平成２７年１２月２５日か

ら平成２８年１月１３日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成２７年１２月２４日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 路線番号   ０１３０６ 

２ 路 線 名   北古世西川線 

３ 道路の区域 

区         間 
変 更 
前後別 

最小幅員
延  長 備  考 

最大幅員

亀岡市追分町下島45番11先から 

亀岡市篠町馬堀駅前1丁目44番3先まで 
前 

11.00ｍ
1,247.85ｍ 

 

13.70ｍ

亀岡市追分町下島45番11先から 

亀岡市篠町馬堀駅前1丁目44番3先まで 
後 

11.00ｍ
1,340.00ｍ 

22.45ｍ

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２３９号 

 

市道路線の供用開始に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次の路線を平成２７年 

１２月２４日から供用開始する。 

 なお、その関係図面は、亀岡市まちづくり推進部土木管理課において平成２７年１２月２５日か

ら平成２８年１月１３日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成２７年１２月２４日 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 路線番号   ０１３０６ 

２ 路 線 名   北古世西川線 

３ 道路の区域 

区         間 
最小幅員

延  長 備  考 
最大幅員

亀岡市追分町下島45番11先から 

亀岡市篠町馬堀駅前1丁目44番3先まで 

11.00ｍ
1,340.00ｍ 

 

22.45ｍ

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２４０号 

 

 心身障害児（者）に係る補装具等補助金交付要綱（昭和５１年亀岡市告示第４２号）の一部を次

のように改正する。 

 

   平成２７年１２月２５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第１条中「補装具」の次に「及び手当認定請求書類」を加える。 

 第２条中「規定する補装具」の次に「をいい、「手当」とは、特別児童扶養手当等の支給に関す

る法律（昭和３９年法律第１３４号）の規定による障害児福祉手当及び特別障害者手当並びに国民

年金法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律第３４号）の規定による福祉手当」を加える。 

 第３条第２号を次のように改める。 

⑵ 手当の認定請求をした者 

 第３条中第３号を削り、第４号を第３号とする。 

 第４条の表中 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

「 

２ 特別障害者手当等の認定請求に必要

な診断書に要した費用 

２，０００円を限度とする。 

３ ホームヘルプサービス派遣申請に必

要な診断書に要した費用 

３，０００円を限度とする。 

４ 入浴サービス利用申請に必要な診断

書に要した費用 

                                         」 

を 

「 

２ 手当の認定請求に係る診断書に要し

た費用（年度を通じて１回の手当の認

定請求に係るものに限る。） 

当該費用額から１００円未満の端数を切

り捨てた額（診断書の通数に２，０００

円を乗じた額を限度とする。） 

３ 入浴サービス利用申請に必要な診断

書に要した費用 

３，０００円を限度とする。 

                                         」 

に改める。 

 別記様式中「⑵ ホームヘルプサービス派遣申請用  

       ⑶ 入浴サービス利用申請用    」 

を「⑵ 入浴サービス利用申請用」に改める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、平成２８年４月１日から実施する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２４１号 

 

 亀岡市未熟児養育医療給付要綱（平成２５年亀岡市告示第５２号）の一部を次のように改正する。 

 

   平成２７年１２月２８日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 別記第１号様式中 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

「 

住 所 地 

（住民票所在地） 

郵便番号 

                                          」 

を 

「 

住 所 地 

（住民票所在地） 

郵便番号 個人
番号

     

                                          」 

に、 

「 

電 話 番 号 
 

                                          」 

を 

「 

電 話 番 号 
 個人

番号

     

                                          」 

に、「帰省可能」を「省略可能」に改める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、平成２８年１月１日から実施する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２４２号 

 

 亀岡市障害者自立支援医療特別対策事業実施要綱（平成２０年亀岡市告示第１７号）の一部を次

のように改正する。 

 

   平成２７年１２月２８日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

 第５条第１号中「以下」を「次条において」に改める。 

 第８条中「第６条」を「第５条」に改める。 

 第９条中「（大正１１年法律第７０号）」を削る。 

 別記第１号様式中 

「 

フ リ ガ ナ  性別 生 年 月 日  年齢 

受診者氏名 
（申請者） 

 
男・女     年  月  日 歳

                                          」 

を 

「 

フ リ ガ ナ  性別 生 年 月 日  年齢 

受診者氏名 
（申請者） 

 
男・女     年  月  日 歳

個 人 番 号 
     

                                          」 

に、 

「 

受診者と同一 
保険の加入者 

  

  

  

                                          」 

を 

「 

受診者と同一 
保険の加入者 

氏名  個人番号       

氏名  個人番号       

氏名  個人番号       

                                          」 

に、「あて先」を「宛先」に改める。 

 別記第６号様式中「あて先」を「宛先」に改める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、平成２８年１月１日から実施する。 

 

「掲示済」 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

 亀岡市告示第２４３号 

 

 亀岡市障害福祉サービス等利用支援費支給事業実施要綱（平成１９年亀岡市告示第４９号）の一

部を次のように改正する。 

 

   平成２７年１２月２８日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 別記様式中 

「 

フ リ ガ ナ  

     年   月   日生
受 給 者 名  

                                          」 

を 

「 

フ リ ガ ナ  

     年   月   日生
受 給 者 名  

個 人 番 号             

                                          」 

に改める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、平成２８年１月１日から実施する。 

 

「掲示済」 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

 亀岡市告示第２４４号 

 

 亀岡市難聴児補聴器購入費等助成事業実施要綱（平成２７年亀岡市告示第５０号）の一部を次の

ように改正する。 

 

   平成２７年１２月２８日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 別記第１号様式中 

「 

対 象 と な る 
児 童 氏 名 

 生 年 月 日
 

住 所 亀岡市 

保 護 者 氏 名  
対 象 と な る
児童との続柄

 

                                          」 

を 

「 

対 象 と な る 
児 童 氏 名 

 個人番号
     

生 年 月 日     年  月  日 住 所
亀岡市 

保 護 者 氏 名 
続柄(   )

個人番号
     

                                          」 

に改める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、平成２８年１月１日から実施する。 

 

「掲示済」 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

 亀岡市告示第２４５号 

 

 亀岡市心身障害者医療費補助金交付要綱（昭和５３年亀岡市告示第４７号）の一部を次のように

改正する。 

 

   平成２７年１２月２８日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第３条第２項中「一に」を「いずれかに」に改め、同項第４号中「すべて」を「全て」に改める。 

 別記第１号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記第１号様式（第６条関係） 

亀岡市心身障害者医療費補助金交付申請（請求）書 

                                      年  月  日 

（宛先）亀岡市長 

                      申請（請求）者 

                       住  所  亀岡市 

 

                       氏  名                ㊞ 

                       個人番号 

                       電話番号     － 

                       身体障害者手帳３級 京都府第       号 

                       資格取得年月日        年  月  日 

                       生年月日          年  月  日生 

 

 亀岡市心身障害者医療費補助金交付要綱に基づき、下記のとおり補助金の交付を申請（請求）します。 

記 

加
入
医
療
保
険 

被保険者・組合員 
（世帯主）氏名 

 個 人 番 号    

住 所  

保 険 種 別 
政
・
組
・

日
・
船
・
共
・

国
・
組

健 健 雇 員 済 保 保
記 号 番 号  附加給付 

有・無 

被 保 険 者 証 
発 行 機 関 名 

 所 在 地  

保
険
医
療
機
関
等
記
入
欄 

診 療 報 酬 証 明 書  

医 療 月       年    月分 総 点 数          点 

医 療 期 間 
          日から
          日まで 他 の 医 療 費 公 費

負 担 制 度 適 用

有 ・ 無 

自 己 負 担 額             円          点 

 上記のとおり医療した自己負担額を領収しました。 

       年  月  日 

                       所在地 

                       名 称 

                       氏 名              ㊞ 

｛自己負担額（    円）－附加給付等の額（    円）｝×1/2＝交付額（     円） 

振 

込 

先 

金 融 機 関 名 
銀行・信用金庫・農協 支 給 額 

本店・支店

円 口 座 番 号  普 

（ ふ り が な ） 
口 座 名 義 

 同意書提出  

有 ・ 無 

《同意書》 

 亀岡市心身障害者医療費補助金交付を受けるに当たり、本人及び扶養義務者の所得を調査すること

に同意します。 

       年  月  日 

 （宛先）亀岡市長 

                         氏 名              ㊞ 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

 別記第２号様式中「亀岡市長 様」を「（宛

先）亀岡市長」に改める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、平成２８年１月１日から実施す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２４６号 

 

 生活に困窮する外国人に対する生活保護法の

準用に関する事務取扱要綱を次のように定める。 

 

   平成２７年１２月２８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

生活に困窮する外国人に対する生

活保護法の準用に関する事務取扱

要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、「生活に困窮する外国人

に対する生活保護の措置について」（昭和 

２９年５月８日社発第３８２号厚生省社会局

長通知。以下「外国人保護に関する通知」と

いう。）に基づき、生活に困窮する外国人に

対する保護の措置に関して、関係法令等に定

めがあるもののほか、必要な事項を定めるも

のとする。 

 （措置の取扱い） 

第２条 福祉事務所長は、生活に困窮する外国

人に対し、外国人保護に関する通知に基づく

保護（以下「通知に基づく保護」という。）

を行う場合は、日本国民に対する生活保護の

決定実施の取扱いに準じ、保護の措置を行う

ものとする。 

 （適用対象者） 

第３条 通知に基づく保護の対象者及び照会は、

「生活保護問答集について」（平成２１年３

月３１日厚生労働省社会・援護局保護課長事

務連絡）のうち、「外国人保護の適用対象と

実施責任」の問答の示すところとする。 

 （説明） 

第４条 福祉事務所長は、生活に困窮する外国

人から、生活保護法（昭和２５年法律第  

１４４号。以下「法」という。）第２４条第

１項及び第２項の規定による申請の意思が 

あった場合は、外国人保護に関する通知に基

づく保護の取扱いとなることを説明する。 

 （不服申立ての教示） 

第５条 福祉事務所長は、生活に困窮する外国

人に対して通知に基づく保護を行う場合、法

に基づき不服申立てをすることができる旨等

の教示はしないものとする。ただし、生活に

困窮する外国人を同一世帯と認定する日本国

民が存在し、当該日本国民に対し法に基づく

保護を適用する場合には、当該日本国民に対

し教示をするものとする。 

 （補則） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、必要な

事項は、福祉事務所長が別に定める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から実施する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の告示前に決定実施した事務取扱

いについても、本要綱に準じて決定実施した

ものとみなす。 

「掲示済」 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

 亀岡市告示第２４７号 

 

 亀岡市住民基本台帳カード事務取扱要綱を廃

止する要綱を次のように定める。 

 

   平成２７年１２月２８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市住民基本台帳カード事務取

扱要綱を廃止する要綱 

 

 亀岡市住民基本台帳カード事務取扱要綱（平

成１５年亀岡市告示第１２６号）は、廃止する。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年１月１日から実施

する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の実施日前に交付された住民基本

台帳カードの取扱いについては、なお従前の

例による。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２４８号 

 

 亀岡市住民票の写し等の第三者交付に係る本

人通知制度実施要綱（平成２５年亀岡市告示第

１５６号）の一部を次のように改正する。 

 

   平成２７年１２月２８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第４条第２項第１号を次のように改める。 

⑴ 個人番号カード 

 別記第１号様式及び別記第３号様式中「住民

基本台帳カード」を「個人番号カード」に改め

る。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、平成２８年１月１日から実施す

る。 

 

「掲示済」 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

 

訓 令 
 

 亀岡市訓令第７号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市住民基本台帳ネットワークシステム運

用管理規程の一部を改正する訓令を次のように

定める。 

 

   平成２７年１２月２８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市住民基本台帳ネットワーク

システム運用管理規程の一部を改

正する訓令 

 

 亀岡市住民基本台帳ネットワークシステム運

用管理規程（平成２６年亀岡市訓令第１号）の

一部を次のように改正する。 

 

 第７条第２項中「業務端末」を「統合端末」

に改める。 

 第８条第１項第２号を次のように改める。 

⑵ 統合端末 

 第８条第１項第３号を削る。 

 第１３条第２項中「及び住民基本台帳カー

ド」を削る。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、平成２８年１月１日から施行す

る。 

 

 

公 告 
 

 亀岡市公告第５５号 

 

 狂犬病予防法（昭和２５年法律第２４７号）

第６条第７項の規定により、捕獲犬の抑留につ

いて通知を受けたので、同条第８項の規定によ

り公告する。 

 

   平成２７年１２月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

１ 捕獲日時  平成２７年１１月２７日 

        午後３時３０分頃 

２ 捕獲場所  亀岡市吉川町吉田曽我ノ庄 

３ 種  類  雑種 

４ 毛  色  白色 

５ 性  別  雌 

６ 体  格  小型 

７ 犬の鑑札  なし 

８ 注射済票  なし 

 

（注意）公告期間満了の日の翌日（平成２７年

１２月３日）までに引取りのないときは

処分される。 

 

（連絡先）京都府南丹保健所環境衛生室 

電話番号０７７１－６２－４７５４ 
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 亀岡市公告第５６号 

 

 狂犬病予防法（昭和２５年法律第２４７号）

第６条第７項の規定により、捕獲犬の抑留につ

いて通知を受けたので、同条第８項の規定によ

り公告する。 

 

   平成２７年１２月８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

１ 捕獲日時  平成２７年１２月４日 

        午前１０時１５分頃 

２ 捕獲場所  亀岡市大井町並河１丁目２４ 

３ 種  類  雑種 

４ 毛  色  白色 

５ 性  別  雌 

６ 体  格  小型 

７ 犬の鑑札  なし 

８ 注射済票  なし 

 

（注意）公告期間満了の日の翌日（平成２７年

１２月１０日）までに引取りのないとき

は処分される。 

 

（連絡先）京都府南丹保健所環境衛生室 

電話番号０７７１－６２－４７５４ 

 

「掲示済」 

 亀岡市公告第５７号 

 

 狂犬病予防法（昭和２５年法律第２４７号）

第６条第７項の規定により、捕獲犬の抑留につ

いて通知を受けたので、同条第８項の規定によ

り公告する。 

 

   平成２７年１２月１０日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

１ 捕獲日時  平成２７年１２月４日 

        午後６時００分頃 

２ 捕獲場所  亀岡市吉川町穴川深田 

３ 種  類  雑種 

４ 毛  色  黒白 

５ 性  別  雄 

６ 体  格  小型 

７ 犬の鑑札  なし 

８ 注射済票  なし 

 

（注意）公告期間満了の日の翌日（平成２７年

１２月１２日）までに引取りのないとき

は処分される。 

 

（連絡先）京都府南丹保健所環境衛生室 

電話番号０７７１－６２－４７５４ 
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 亀岡市公告第５８号 

 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定により、農用地利用

集積計画を定めたので、同法第１９条の規定により公告し、その関係書類を次により縦覧に供する。 

 

   平成２７年１２月１６日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 縦覧期間 

 平成２７年１２月１６日以後、常時備え置くこととする。 

２ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市産業観光部農林振興課 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第５９号 

 

亀岡市職員採用試験公告 

 

 亀岡市職員採用試験を次のとおり実施する。 

 

   平成２７年１２月２５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 募集職種及び採用予定人数 

募 集 職 種 行政（土木Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ） 

採用予定人数 若干名 

 

２ 受験資格 

 (1) 次に該当する人が受験できる。 

  ア 行政（土木Ⅰ）（上級） 

平成元年４月２日から平成６年４月１日までに生まれた人で、学校教育法による大学（短
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期大学を含む。）において土木工学に関する課程を修めた人又は修める見込みの人 

  イ 行政（土木Ⅱ）（民間経験） 

昭和５５年４月２日以降に生まれた人で、民間企業での土木に関連する職務経験（設計、

施工管理等）が３年以上の人 

※民間企業での職務経験が３年以上とは、会社員、団体職員等として６箇月以上継続し

て常勤で職務に従事（非常勤のアルバイト、パートタイムは含まない。）した期間が

該当し、複数の場合は、通算することができる。ただし、国家公務員又は地方公務員

としての職務期間は含まない。（平成２８年３月３１日現在で３年見込みの場合を含

む。） 

  ウ 行政（土木Ⅲ）（初級） 

平成６年４月２日から平成１０年４月１日までに生まれた人で、学校教育法による高等学

校等において土木系に関する課程を修めた人又は修める見込みの人 

 (2) 次に掲げる条件のいずれかに該当する人は受験することができない。 

ア 成年被後見人又は被保佐人 

イ 禁こ以上の刑に処せられ、その執行が終わるまで又はその執行を受けることがなくなるま

での者 

ウ 公務員として懲戒免職の処分を受け、その処分の日から２年を経過しない者 

エ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊す

ることを主張する政党、その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

 

３ 試 験 

 (1) 方 法 

ア 筆記試験（多枝選択式） 

試験区分 試験科目 出 題 分 野（予定） 

行政（土木Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ） 教養試験 
社会、人文及び自然に関する一般知識並びに文章
理解、判断推理、数的推理及び資料解釈に関する
一般知能 

イ 面接試験（人物能力や意欲等についての個別又は集団面接による試験） 

 (2) 日時・場所 

平成２８年２月７日（日）午前９時から『亀岡市役所』において行う。 

 (3) 合格発表 

平成２８年２月下旬に通知する。 

 

４ 採 用 

 この試験の合格者は、職種ごとに作成する職員採用候補者名簿に登載し、平成２８年４月１日

以降必要に応じ採用される。 

 なお、この名簿の有効期間は、平成２９年４月１日までとする。 
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５ 給 与 

（平成２７年４月 1日現在。ただし、地域手当を含む。） 

区  分 土  木 

大学卒 １８４，６５２円 

大学卒（民間経験３年） １９８，９６２円 

高校卒 １５０，６２６円 

 上記のほか、市職員の給与に関する条例等の規定に従い、通勤手当、期末・勤勉手当（いわゆ

るボーナス）等の諸手当が要件に応じて支給される。 

 

６ 受験手続及び受付期間 

 (1) 申 込 

ア 申込みは、申込書、自己紹介書及び履歴書に必要事項を記入し、最近６箇月以内に撮影し

た本人の写真（上半身脱帽、正面向タテ４㎝、ヨコ３㎝）を貼り、亀岡市企画管理部人事課

に提出することとする。（郵送可） 

イ 申込書等（申込書、自己紹介書、履歴書）を郵送する場合は、必ず簡易書留で封筒の表に

『採用試験受験』と朱書し、返信用封筒（８２円切手を貼って、宛先を明記したもの）を同

封のうえ送付すること。 

ウ 身体に障害があり、受験に際して配慮が必要な場合は、あらかじめ連絡すること。 

 (2) 受付期間 

 申込みは、持参の場合は平成２７年１２月２５日（金）から平成２８年１月２２日（金）ま

で受け付ける。（ただし、土曜日、日曜日を除き、午前９時から午後５時まで） 

 郵送の場合は締切日を平成２８年１月２０日（水）とし、締切日の消印のあるものは有効と

する。 

 

７ 採用試験についての問い合わせ 

 受験手続、その他の不明な点は亀岡市企画管理部人事課に問い合わせることとする。 

 〒６２１－８５０１ 京都府亀岡市安町野々神８番地 

 電話（０７７１）２２－３１３１（市役所代表）…（内線２１５４） 

 電話（０７７１）２５－５０１６（人事課直通） 

ＵＲＬ：http://www.city.kameoka.kyoto.jp 
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 亀岡市公告第６０号 

 

 一般競争入札（条件付き）を執行するので、次のとおり公告する。 

 なお、この工事は、亀岡市電子入札システムによる電子入札対象案件である。 

 

   平成２７年１２月２８日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事の概要等 

⑴ 工事番号    区第1号 

⑵ 工 事 名    向嶋排水路改良工事（その1） 

⑶ 工事場所    亀岡市古世町向嶋地内 

⑷ 工事種別    土木一式工事 

⑸ 工事概要    工事延長               Ｌ＝124.0ｍ 

土工                 1.0式 

ボックスカルバート工（B4.2m*H1.1m）  Ｌ＝36.4ｍ 

Ｕ型水路工（B4.2m*H1.1m～1.6m）    Ｌ＝83.6ｍ 

自由勾配側溝（300*400）        Ｌ＝77.0ｍ 

集水桝（2.7m*3.2m*2.6m）       Ｎ＝1箇所 

擁壁工（H=1.0m）           Ｌ＝4.0ｍ 

⑹ 予定価格（税込）  43,046,640円 

          【入札書比較価格（税抜） 39,858,000円】 

⑺ 工  期    契約日の翌日から平成28年3月31日まで 

⑻ 部 分 払    無 

⑼ 前 金 払    有（当該工事契約金額の40％以内 保証事業会社の保証が必要） 

⑽ 中間前金払   請負金額500万円以上かつ工期150日以上（変更工期を含む。）で前金払を

している工事については、工期の2分の1が経過していること・工程表により

工期の2分の1が経過するまでに実施すべきものとされている当該工事に係る

作業が行われていること・当該工事に係る既済作業に要する経費が請負代金

の2分の1以上に相当することのいずれの要件にも該当し、認定された場合に

限り、中間前金払（請負金額の20％以内 保証事業会社の保証が必要）が請

求できる。 

⑾ 最低制限価格  採用 

⑿ 入札保証金   免除 

⒀ 契約保証金   落札者は、契約金額の100分の10以上の額の契約保証金を契約締結と同時

に納入しなければならない。この場合において、銀行その他契約担当者が確

実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する
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法律（昭和27年法律第184号）第2条第4項に規定する保証事業会社をい

う。）の保証をもって契約保証金の納付に代えることができ、公共工事履行

保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、

契約保証金を免除する。 

⒁ 支給材料及び貸与品  無 

⒂ 契約書の要否  要 

 

２ 入札参加資格要件 

⑴ 平成27年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「土木一式工事」の「Ａ等級」に認

定された者であり、希望順位1位の亀岡市内に本社（本店）を置く者とする。また、入札参加

は単体とし、共同企業体は認めない。 

⑵ 特記仕様書及び建設業法に基づく技術者の配置が可能であること。 

⑶ 手持ち工事（土木一式工事）が1件以上ある場合は、入札に参加することができない。 

（※手持ち工事とは、亀岡市が実施する平成27年4月1日以降に発注された土木一式工事の競争

入札により落札した工事で、公告の日現在、工事完成届が未提出であるものをいう。ただし、

随意契約、ＪＶによるものや亀岡市長以外と契約予定で落札したものは手持ち工事に含まない。

また、公告日から開札日までの間に、他の土木一式工事の競争入札で落札した業者は、落札し

た時点で本案件への入札参加資格を失う。） 

⑷ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当していないこと。 

⑸ 入札参加申請時において、国又は地方公共団体の指名停止期間中でないこと。 

 

３ 入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴ 一般競争入札参加資格確認申請書 （別紙様式1） 

⑵ 配置予定技術者調書 （別紙様式2） 

※ 入札参加資格確認申請時に配置予定技術者が特定できない場合には、複数の候補者を記載

することができるが、その場合は全ての候補者について、条件を満たしていなければならな

い。 

 配置予定技術者調書に記載された現場代理人及び監理技術者（入札参加要件に特別な記載

がなく、下請総額が3,000万円（建築一式は4,500万円）未満の場合は主任技術者）は、契約

工期中、当該工事に専任できるものとし、他工事の現場代理人、監理技術者、主任技術者、

営業所の専任技術者等、重複の配置は認めない。 

 なお、平成26年3月1日以降、主任技術者に限り、工事の対象となる工作物に一体性若しく

は連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に調整を要する工事で、かつ、工事現場の

相互の間隔が10㎞程度の近接した場所において同一の建設業者が施工する場合には、これら

の工事について兼任することができる。 

 また、配置予定技術者は、自社と直接的かつ恒常的な雇用関係にある技術者を記載するこ

と。（恒常的な雇用関係とは、入札参加資格確認申請の日以前におおむね3箇月以上の雇用

関係があることをいう。） 
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⑶ 配置予定技術者が持っている資格・免許等を証する書面等の写し 

※ 配置予定技術者調書（別紙様式2）に記載した資格・免許等に関するものを添付すること。 

 

４ 入札手続等 

手 続 等 期間・期日・期限 等 手続の方法等 

入札参加資格確認申請書等

の配布期間 

平成27年12月28日（月） 

午後1時から 

共通事項2のとおり 

設計図書等の閲覧期間 平成27年12月28日（月） 

午後1時から 

共通事項2のとおり 

入札参加資格確認申請書等

の受付 

平成28年1月7日（木） 

午前9時から午後5時まで 

平成28年1月8日（金） 

午前9時から午後4時まで 

共通事項3のとおり 

入札参加確認通知の送付 平成28年1月12日（火） 

午後5時までに電子入札システムに

より通知 

 

質疑の受付 申請書等に関する質問 

平成28年1月6日（水） 

午後5時まで 

設計図書に関する質問 

平成28年1月13日（水） 

午後3時まで 

共通事項5のとおり 

質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

平成28年1月15日（金） 

午後5時まで 

共通事項5のとおり 

入札期間 平成28年1月20日（水） 

午前9時から午後5時まで 

平成28年1月21日（木） 

午前9時から午後4時まで 

共通事項6のとおり 

開札日時 平成28年1月22日（金） 

午前10時00分 

電子入札システムによる

（注）都合により開札日時を変更する場合は、入札3日前までに連絡する。 

   入札システム停止時間帯は受付できない。 

 

５ 入札参加資格の確認 

 入札参加申請を受付けた後、入札参加資格の確認について別途通知する。 

 なお、この入札参加資格の確認は、一般競争入札参加資格確認申請書と配置予定技術者調書に

より、基本事項について確認を行い、資格の有無を審査したものであり、配置予定技術者調書と

確認資料による詳細な審査は、開札後行うものである。 
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６ 落札者の決定方法 

 予定価格の制限の範囲内で、最低の価格を

もって入札した者を落札者とする。ただし、

最低制限価格未満で入札した者は失格とする。 

 

７ その他 

⑴ 落札者の決定後、当該入札に付する工事

に係る契約の締結までの間において、当該

落札者が入札参加資格要件を満たさなく 

なった場合には、当該工事契約を締結しな

いことがある。 

⑵ 入札参加申請書に虚偽の記載をした場合

には、当工事の入札に参加できないととも

に、亀岡市の指名停止措置を行うことがあ

る。 

⑶ 2日目の締切間際に電子入札の入札書の

送信をしようとして、パソコントラブルに

より送信が間に合わず入札書不着になる 

ケースも懸念されるので、入札書等は「原

則として、入札書受付期間の1日目に提出

する」こととし「2日目は（1日目にトラブ

ル等が発生した場合の）予備日」として、

必ず受付期間内に間に合うように提出する

こと。 

⑷ その他については、共通事項のとおりと

する。 

 

（問い合わせ先） 

    亀岡市 企画管理部 契約検査課 

    （電話 0771-25-5041） 

 

「掲示済」 

 

 

任免及び辞令 
 

             大 島 博 行 

             松 山   茂 

（各 通）        西 田 廣 道 

             湊   妙 子 

             新 見 覚 紀 

亀岡市企業立地審査会委員に委嘱します 

             平 井 宏 俊 

亀岡市公益通報外部相談員に委嘱します 

任期は平成２９年１１月３０日までとします 

   平成２７年１２月１日 

 

             宗 田 好 史 

             櫻 井 俊 則 

             森 本 幸 裕 

             廣 辻 雅 之 

（各 通）        牧 野 吉 明 

             尾 崎 まこと 

             加 藤 美智惠 

             永 松   輝 

             楠   善 夫 

亀岡市景観審議会委員に委嘱します 

   平成２７年１２月２１日 

 

             酒 井 佐治子 

亀岡市固定資産評価審査委員会委員に選任しま

す 

   平成２７年１２月２５日 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

議会事務局欄 
 

規 則 
 

 亀岡市議会会議規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。 

 

   平成２７年１２月１９日 

 

       亀岡市議会議長 西口純生 

 

 亀岡市議会規則第３号 

 

亀岡市議会会議規則の一部を改正

する規則 

 

 亀岡市議会会議規則（昭和５３年亀岡市議会

規則第１号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条に次の１項を加える。 

２ 議員は、出産のため出席できないときは、

日数を定めて、あらかじめ議長に欠席届を提

出することができる。 

 第９１条に次の１項を加える。 

２ 委員は、出産のため出席できないときは、

日数を定めて、あらかじめ委員長に欠席届を

提出することができる。 

 

   附 則 

 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

教育委員会欄 
 

規 則 
 

 亀岡市立小学校設置条例及び亀岡市立中学校

設置条例の一部を改正する条例の経過措置の期

間を定める規則をここに公布する。 

 

   平成２７年１２月１５日 

 

         亀岡市教育委員会 

           委員長 栗山正則 

 

 亀岡市教育委員会規則第７号 

 

亀岡市立小学校設置条例及び亀岡

市立中学校設置条例の一部を改正

する条例の経過措置の期間を定め

る規則 

 

 亀岡市立小学校設置条例及び亀岡市立中学校

設置条例の一部を改正する条例（平成２７年亀

岡市条例第８号）附則第２項に規定する教育委

員会規則で定める日は、平成２７年１２月２１

日とする。 

 

   附 則 

 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

選挙管理委員会欄 
 

告 示 
 

 亀岡市選挙管理委員会告示第９３号 

 

 亀岡市条例の制定又は改廃の請求に要する有

権者総数の５０分の１の数、亀岡市の事務の執

行に関する監査の請求に要する有権者総数の 

５０分の１の数及び合併協議会設置の請求に要

する有権者総数の５０分の１の数は、次のとお

りである。 

 

   平成２７年１２月２日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

          委員長 野﨑千惠子 

 

１，４７４人 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第９４号 

 

 亀岡市議会の解散請求に要する有権者総数の

３分の１の数並びに亀岡市の市長、副市長、教

育長、教育委員会の委員、選挙管理委員、監査

委員及び亀岡市議会議員の解職請求に要する有

権者総数の３分の１の数は、次のとおりである。 

 

   平成２７年１２月２日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

          委員長 野﨑千惠子 

 

２４，５５５人 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第９５号 

 

 合併協議会設置協議について選挙人の投票に

付する請求に要する有権者総数の６分の１の数

は、次のとおりである。 

 

   平成２７年１２月２日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

          委員長 野﨑千惠子 

 

１２，２７８人 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第９６号 

 

 平成２７年１１月１日執行の亀岡市長選挙に

おける候補者の選挙運動に関する収支報告書の

要旨を公職選挙法第１９２条第１項の規定によ

り、次のとおり公表する。 

 

   平成２７年１２月２日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

          委員長 野﨑千惠子 
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１１月１日執行　亀岡市長選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

9,064,200 円

３　報告書の要旨

高 向 吉 朗 所 属 党 派 無 所 属

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 785,000

円 家屋費 572,300

341,820 選挙事務所費 558,900

松本　温賢 自営業 200,000 集合会場費 13,400

青井　俊季 建築家 180,000 通信費 0

山木　潤治 農業 120,000 交通費 0

吉田　弘 無職 110,000 印刷費 759,402

山岡　良右 無職 70,000 広告費 1,092,107

瀬戸　一郎 無職 40,000 文具費 12,278

宮部　美穂 自営業 37,500 食糧費 53,000

鈴木　初美 団体職員 37,500 休泊費 0

松野　好秀 団体職員 30,000 雑費 44,712

毛利　悌二 無職 30,000

阪本　智子 無職 22,500

苗村　活代 団体職員 22,500

仲　絹枝 南丹市議 22,500

坂本　美智代 京丹波町議 22,500

西森　睿治 自営業 20,000

畑　一夫 木材業 20,000

和田　まゆみ 無職 20,000

中島　祥子 無職 15,000

吉田　勝子 無職 12,000

その他の寄附　 18件 146,000

その他の収入 1,500,000

今　回　計 3,019,820 今　回　計 3,318,799

前　回　計 0 前　回　計 0

総 　　　計 3,019,820 総 　　　計 3,318,799

第１回分
平成２７年１０月１４日から

平成２７年１１月１２日まで

平成２７年１１月１６日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

亀岡みらい会議

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 藤 野 広 司



 
亀 岡 市 公 報 

 70 

第８５２号平成２８年１月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成２７年１１月１日執行　亀岡市長選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

9,064,200 円

３　報告書の要旨

高 向 吉 朗 所 属 党 派 無 所 属

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 0

円 家屋費 0

選挙事務所費 0

集合会場費 0

通信費 44,558

交通費 0

印刷費 0

広告費 0

文具費 0

食糧費 0

休泊費 0

雑費 0

その他の寄附　 0

その他の収入 0

今　回　計 0 今　回　計 44,558

前　回　計 3,019,820 前　回　計 3,318,799

総 　　　計 3,019,820 総 　　　計 3,363,357

平成２７年１１月２４日まで

平成２７年１１月２６日　　　　　第２回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 藤 野 広 司
第２回分

平成２７年１１月１３日から
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　選挙の種類　　 平成27年11月1日執行　亀岡市長選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

9,064,200 円

３　報告書の要旨

桂 川 孝 裕 所 属 党 派 無 所 属

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 420,000

円 家屋費 1,258,288

京都府医師連盟 100,000 選挙事務所費 1,065,496

亀岡市医師会 50,000 集合会場費 192,792

自由民主党京都府参議院選挙区第4支部 50,000 通信費 43,337

日本商工連盟亀岡支部 50,000 交通費 42,460

民主党京都府参議院選挙区第2総支部 30,000 印刷費 1,047,276

秋田　公司 京都府議会議員 15,000 広告費 451,784

石田　宗久 京都府議会議員 15,000 文具費 14,702

食糧費 257,123

休泊費 0

雑費 63,936

その他の寄附　 4件 40,000

その他の収入 2,800,000

今　回　計 3,150,000 今　回　計 3,598,906

前　回　計 0 前　回　計 0

総 　　　計 3,150,000 総 　　　計 3,598,906

平成２７年１１月１２日　　　　　第１回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 法 貴 隆 三
第１回分

平成２７年　９月　４日から

平成２７年１１月　６日まで
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第８５２号平成２８年１月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「掲示済」 

１　選挙の種類　　 平成２７年１１月１日執行　亀岡市長選挙

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

9,064,200 円

３　報告書の要旨

桂 川 孝 裕 所 属 党 派 無 所 属

　収  入 　支  出

主たる寄附 円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 人件費 0

円 家屋費 0

選挙事務所費 0

集合会場費 0

通信費 13,126

交通費 0

印刷費 0

広告費 400,000

文具費 82,620

食糧費 0

休泊費 0

雑費 5,078

その他の寄附　 0件 0

その他の収入 500,000

今　回　計 500,000 今　回　計 500,824

前　回　計 3,150,000 前　回　計 3,598,906

総 　　　計 3,650,000 総 　　　計 4,099,730

平成２７年１１月２４日　　　　　第２回報告分報 告 書 受 理 年 月 日

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期 間

出 納 責 任 者 氏 名 法 貴 隆 三
第２回分

平成２７年１１月　７日から

平成２７年１１月２０日まで
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